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１ 重点事項     
 

会計管理局は、各局が取り組む事業の円滑な遂行を支えるべく、都政運営の

インフラともいうべき会計制度について、その整備及び適正な運用の確保を使

命としており、この役割と責任を十分に果たしていかなければならない。 

令和元年度においては、社会経済環境の変化に柔軟に対応しつつ、次の四点

を重点事項として取り組んでいく。 

第一は、「適正な会計事務の確保」である。都民からお預かりした公金につい

て、会計上の事故を未然に防止し、適正な会計事務を継続的に確保するため、

会計実務等の指導及び直接検査や研修等を着実に実施するとともに、会計企画

部門、検査指導部門及び出納審査部門が連携し、全庁における会計事務の適正

化を進めていく。 

第二は、「安全で効率的な公金管理」である。公金管理にあたっては、景気の

動向や金融政策の先行きに特段の注意を払いつつ、安全性を最重要視し、流動

性を確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を行う。 

第三は、「新公会計制度の推進」である。制度導入の先駆者として、引き続き

他自治体への支援に取り組みつつ、新公会計制度の更なる活用促進に向け、自

治体間連携の強化を図るとともに、庁内への情報発信や支援も継続していく。

また、財務諸表について精度の一層の向上を図るとともに、公表資料の不断の

改善を行っていく。 

第四は、「官民連携ファンドの適切な監視」である。官民連携インフラファン

ド、官民連携再生可能エネルギーファンド及び官民連携福祉貢献インフラファ

ンドの運営状況について、引き続き適切に監視していく。 
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（１） 適正な会計事務の確保  
 

地方公共団体において会計事務は、公金の収入支出、資金管理、決算調製

等、組織運営の最も基礎的な業務である。事故を未然に防止し、適正な会計

事務を確保することは、住民に対する説明責任を果たす上で極めて重要であ

る。そのため、職員の実務能力の向上を図る不断の努力が必要である。 

会計管理局では、各局・所の収支命令者や特別出納員を始め、各職員が会

計事務の一つひとつを適切に行えるよう、支援及び指導を行っている。 

具体的には、収支命令者研修、審査実務研修、金銭出納員研修及び会計実

務研修を中央研修として実施しており、特に、新任の収支命令者、特別出納

員及び金銭出納員に対しては、悉皆研修として位置づけ、きめ細かく実施し

ている。また、各局・所に対し、100 万円未満の支出負担行為に係る収支命

令の審査が適正に行われているかを直接検査し、これを通じて事務指導を行

っている。 

さらに、各局・所の会計事務が、これまで以上に適正かつ効率的に実施さ

れるよう、企画・指導・検査・審査の各部門が緊密な連携体制の下、適正な

会計事務の確保に努めている。 

 

会計管理局

収支命令者
局・所の予算事務

主管課長

特別出納員
局・所の予算事務を
取り扱う課長代理

検査

各局・所

企画

審査

適正な会計事務を確保する仕組み

【運用の統括】

【審査】

100万円以上

【審査】

100万円未満
【検査】

自己検査

【直接検査】

会計管理局による
支援・指導

【支出命令書等の審査】

【研修】

収支命令者、審査実務

金銭出納員、会計実務

【指導・相談】

【会計管理者協議】
指導
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平成 31 年度の公金管理にあたっては、今後の経済動向や金融情勢の先行

きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリスク対応を行いながら、「東

京都公金管理ポリシー」に基づき、安全性を最重要視し、流動性を十分に

確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を目指す。         

 ※平成 31 年 4 月 11 日公表

（２）安全で効率的な公金管理 
 

 都の公金の管理については、「東京都公金管理ポリシー」において公金

管理の基本方針を定めているほか、この方針に基づいて、毎年度「公金管

理計画」を策定し、安全かつ効率的な運用に努めている。 

  

 

ア 歳計現金等 

日々の支払に備えるための支払準備金は、流動性預金で保管した上で、運

用可能資金は、定期性預金を基本として、効率性を確保するため、できる限

り長い期間保管する。 

 

イ 基金 

各基金の資金状況を勘案して、金融商品及び運用期間を設定する。 

金融商品別のポートフォリオ（※）は分散運用を基本とし、金融環境に応

じて柔軟に運用する。 

基金のポートフォリオは、預金 76％、債券 24％を想定している。 

 

ウ 準公営企業会計資金 

日々の支払に備えるための支払準備金は、普通預金で保管し、運用可能資

金は、定期性預金等を基本とし、できる限り長い期間運用する。 

 

 

（詳細 P38～） 

平成 31 年度公金管理計画（※）のポイント 

※「ポートフォリオ」については、用語解説（P92）参照 
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(３) 新公会計制度の推進 
 

都では、平成 18 年度から、全国で初めて従来の官庁会計に複式簿記・発生主

義会計の考え方を加えた新公会計制度を導入し、一般会計及びすべての特別会

計の財務諸表を作成している。 

 

ア 都の新公会計制度 

企業会計原則を基本に策定した「東京都会計基準」に基づき、財務会計シ

ステムにより日々仕訳を行い、財務諸表を作成している。作成した財務諸表

は、各会計の歳入歳出決算を補完する資料として、議会に提出している。 

この制度により、資産や負債といったストック情報や、金利等を含む正確

なコスト情報の把握を通じて、自治体経営の視点を確立するとともに、都民

に対する一層の説明責任を果たしている。 

また、会計基準の継続的な見直しや会計手法について調査・検討を行うた

め、東京都会計基準委員会を設置している。あわせて、会計処理の正確性を

確保するため、各局に対し、新公会計制度に係る指導・検査を実施している。 

 

イ 新公会計制度の活用促進に向けた自治体間連携 

新公会計制度の特長を活かした活用に向け、都と同様の方式による新公会

計制度を導入した自治体に対しては、導入支援に引き続き、ノウハウの提供

などの運用支援を実施している。 

一方、総務省が要請する「統一的な基準」（注）を採用する都内自治体に対

しては、「意見交換会」等を開催し、各自治体の実情に応じた情報提供・助言

を行っている。 

また、全国自治体へ向けては、新公会計制度導入の先行団体で構成する「新

公会計制度普及促進連絡会議」を通じ、制度の運用ノウハウや活用事例等の

情報発信を行っている。 

 注 平成 27 年１月、国は全国自治体に対し、国の定める「統一的な基準」に基づく財務書

類作成を要請。 
（詳細 P31～）

- 6 -



- 7 - 

 

（４）官民連携ファンドの適切な監視 
 

官民連携ファンドは、民間のみではなかなか進まない領域において政策

目的の実現を図るため、直轄事業や補助事業といった手法とは別に、行政

と民間の連携による新たな政策手法としてパイロット的に事業を実施し

ているものである。 

会計管理局では、官民連携インフラファンド（平成24年度組成）、官民

連携再生可能エネルギーファンド（平成26年度組成）及び官民連携福祉貢

献インフラファンド（平成27年度組成）について、法律、会計、投資分野

等の専門家の助言を受けながら、質問権、検査権等を適切に行使し、その

運営状況を継続的に監視している。 

 

（詳細 P50～） 

 

 

民間投資家

金 融 機 関

東 京 都

プロジェクト

実 施 主 体

都
の
施
策
に
資
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

実

施

官民連携ﾌｧﾝﾄﾞ

融資

返済

出資

投融資

出資

配当

配当
配当等

民間(ﾌｧﾝﾄﾞ運営

事業者) のﾉｳﾊｳを

生かした運営
呼び水

 

 

＜官民連携ファンドスキーム図＞ 
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２ 組織と定数 
                             （令和元年８月１日現在） 

                        総 務 課  
                                 局の予算、組織、人事、福利厚生、文書等 

                                の庶務事務、事務用品の集中購買・供給事務 

                                を行っている。 

 

                        公 金 管 理 課  

            管 理 部            都の公金の管理、金融情勢に関する調査・ 

                        分析及び資金の活用に係る事務を行っている。 
 

                       資金運用担当課長 

                                              資金活用担当課長 

 

                        会 計 企 画 課  

 会計管理局                           会計事務に関する企画・指導・検査、決算の 

調製、財務会計システムの管理・運用、新公会 

計制度の推進を行っている。 
 

                       新公会計制度担当課長 

                       検査指導担当課長 

                       財務会計システム担当課長 

 

                        出 納 課  
都の公金の収入・支出等の出納に伴う事務、 

国費に関する事務、各局の収入・支出に関す 

る書類等の審査事務を行っている。                                

 
                        警 察 出 納 課  

                       警視庁の収入・支出に関する書類等の審査 

          警察・消防出納部             事務、支払事務を行っている。 
 

                        消 防 出 納 課  
                                           東京消防庁の収入・支出に関する書類等の 

審査事務、支払事務を行っている。 

 

（定数） 

局長級 部長級 課長級 課長代理 主任・主事 計 

1 2 11 38 59 111 
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＜職員定数の推移＞人

年度

254
233

198

143 137 131
117 113 109 109 108 108 107 107 106 114 115 113 113 111

0

50

100

150

200

250

300

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

新財務会計システム

稼働

国費企業課

廃止

審査課・用品課廃止
公金管理課設置

出納事務所廃止
特別出納員制度開始 出納長室の廃止

会計管理者設置

人

(１) 主な組織改正の変遷 

  ア 公金管理体制の確立 

    ペイオフ解禁を契機として公金管理体制の充実・強化を図るため平成

14 年３月に策定した「東京都資金管理方針」に基づき、安全性及び流動

性を確保した上で、効率的な資金管理を行う専管組織である公金管理課を

平成 14 年４月に設置した。 

 

イ 出納事務所の廃止 

会計事務の公正な処理を確保し、事務処理の簡素・効率化を一層推進す

ることを基本的な視点とした「会計制度・機構改革の基本方針」に基づき、

平成 14 年 12 月に出納事務所を全廃し、各局・所への審査の一部委任を開

始した。 

 

ウ 会計管理局の設置 

    特別職である出納長を廃止し、普通地方公共団体に一般職である会計管

理者を設置することを内容とする改正地方自治法（平成 18 年６月７日公

布、平成 19 年４月１日施行）に基づき、平成 19 年４月１日に出納長を廃

止し、会計管理者を設置した。 

併せて、平成 19 年度組織改正により、出納長室の廃止及び会計管理局

の設置を行い、局の下に、管理部、警察・消防出納部を設置し、２部６課

の執行体制とした。 

  

(２) 職員定数の推移 

  簡素で効率的な組織の構築を目指し、出納事務所の全廃等により大幅なス

リム化を図り、その後はコンパクトかつフラットな組織体制を維持している。      

 

※  各年度４月１日現在  

/元  
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２ 組織と定数 
                             （令和元年８月１日現在） 

                        総 務 課  
                                 局の予算、組織、人事、福利厚生、文書等 

                                の庶務事務、事務用品の集中購買・供給事務 

                                を行っている。 

 

                        公 金 管 理 課  

            管 理 部            都の公金の管理、金融情勢に関する調査・ 

                        分析及び資金の活用に係る事務を行っている。 
 

                       資金運用担当課長 

                                              資金活用担当課長 

 

                        会 計 企 画 課  

 会計管理局                           会計事務に関する企画・指導・検査、決算の 

調製、財務会計システムの管理・運用、新公会 

計制度の推進を行っている。 
 

                       新公会計制度担当課長 

                       検査指導担当課長 

                       財務会計システム担当課長 

 

                        出 納 課  
都の公金の収入・支出等の出納に伴う事務、 

国費に関する事務、各局の収入・支出に関す 

る書類等の審査事務を行っている。                                

 
                        警 察 出 納 課  

                       警視庁の収入・支出に関する書類等の審査 

          警察・消防出納部             事務、支払事務を行っている。 
 

                        消 防 出 納 課  
                                           東京消防庁の収入・支出に関する書類等の 

審査事務、支払事務を行っている。 

 

（定数） 

局長級 部長級 課長級 課長代理 主任・主事 計 

1 2 11 38 59 111 
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３ 予算と決算 

 

(１) 令 和 元 年 度 予 算   

                   　    令和元年度一般会計予算の概要 (単位：千円）

款 項 令和元年度 平成30年度

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

166,002 287,816 △ 121,814 △ 42.3 22.2

46,000 40,000 6,000 15.0 6.2

46,000 40,000 6,000 15.0 6.2

120,002 247,816 △ 127,814 △ 51.6 16.1

120,002 247,816 △ 127,814 △ 51.6 16.1

746,223 908,198 △ 161,975 △ 17.8 100

款 項 令和元年度 平成30年度

3,409,000 3,764,000 △ 355,000 △ 9.4 99.2

3,409,000 3,764,000 △ 355,000 △ 9.4 99.2

2,336,000 2,651,000 △ 315,000 △ 11.9 67.9

494,000 494,000 0 0 14.4

579,000 619,000 △ 40,000 △ 6.5 16.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

3,438,000 3,797,000 △ 359,000 △ 9.5 100

2,691,777 2,888,802 △ 197,025  　　　　　  　　　　　

一 時 借 入 金 等 利 子

会 計 管 理 費

管 理 費

公 金 取 扱 費

都 預 金 利 子

公 債 費

積 立 金

総 務 費

雑 入

比較増(△)減
増減率
（％）

科                     目 金　　　　　　　　　額

目

比較増(△)減

使 用 料 及 手 数 料

手 数 料

諸 手 数 料

利 子 及 配 当 金

雑 入

金　　　　　　　　　額

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
出

一　　般　　財　　源　　充　　当　　額

合　　　　　　　　　計

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

諸 収 入

都 預 金 利 子

目

公 債 費

構成比
（％）

構成比
（％）

合                         計

増減率
（％）

科                     目

 

 

 

 

 

 

注 平成 30 年度は当初予算を記載している。また、増減率及び構成比中、 0 は 0 を表し、  
0 .0 は 0 ではないが四捨五入の結果、 0 になったものを表す。さらに、構成比について  
は、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計などと一致しない場合  
がある。  
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ア 歳入 

令和元年度の歳入予算総額は 746,223 千円である。 

その内訳は、情報公開に係る開示手数料である使用料及手数料、基金か

ら生じる利子収入等の財産収入、歳計現金等の預金利子収入及び官民連携

ファンドからの分配金等からなる諸収入である。 

歳入予算総額のうち、基金から生じる利子収入等の財産収入の割合が

77.8％となっており、歳入のうちの大きな割合を占めている。 

令和元年度は、前年度と比較して、基金の運用利率の低下による利子収

入等の財産収入の減などが見込まれることにより、総額で 161,975 千円の

減（増減率△17.8％）となっている。 

イ 歳出 

令和元年度の歳出予算総額は 3,438,000 千円であり、その内訳は、総務

費（会計管理費）及び公債費であり、前者が 99.2％を占めている。 

(ア) 会計管理費 

会計管理費は、管理費、公金取扱費及び積立金から構成されている。 

このうち管理費は、会計管理局職員の給料、諸手当及び管理事務費（財

務会計システムの運用に係る経費、用品制度の運営に係る経費等）等を

計上したものである。令和元年度は、前年度と比較して、財務会計シス

テムの基盤更新経費の減等により、315,000 千円の減となっている。 

積立金は、会計管理局で保管している都市外交人材育成基金外 25 基

金から生じる利子等をそれぞれの基金に積み立てるために計上したもの

である。令和元年度は、前年度と比較して、財産収入の減少を反映し、

40,000 千円の減となっている。 

(イ) 公債費 

公債費については、支払資金に一時的な不足が生じた場合に、金融機

関等から借入れる一時借入金等の利子に要する経費を計上したものであ

る。令和元年度は、前年度と比較し、借入見込期間の短期化により、4,000

千円の減となっている。 

以上、令和元年度の歳出予算総額は、前年度と比較して、359,000 千

円の減（増減率△9.5％）となっている。 

（令和元年度一般会計予算：資料編第１表 P81 参照） 
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(２) 平 成 30 年 度 決 算 （見 込 み） 

款 項

10 1 7.7

10 1 7.7

10 1 7.7

620,372 2,331,092 375.8

620,372 276,290 44.5

620,372 276,290 44.5

- 2,054,802 -

- 2,054,802 -

287,816 577,341 200.6

40,000 114,332 285.8

40,000 114,332 285.8

247,816 463,008 186.8

- 1 -

- 1 -

247,816 463,007 186.8

908,198 2,908,433 320.2

款 項

3,539,000 2,818,512 79.6

3,539,000 2,818,512 79.6

2,426,000 2,151,554 88.7

494,000 392,020 79.4

619,000 274,938 44.4

33,000 27 0.1

33,000 27 0.1

33,000 27 0.1

3,572,000 2,818,539 78.9

2,663,802 △ 89,894  　　　

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

執行率
（％）

都 預 金 利 子

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
出

諸 収 入

収入率
（％）

会 計 管 理 費

管 理 費

合　　　　　　　　　計

雑 入

都 預 金 利 子

手 数 料

諸 手 数 料

公 金 取 扱 費

支出済額

公 債 費

収入済額

一　　般　　財　　源　　充　　当　　額

合　　　　　　　　　計

科                     目

総 務 費

財 産 収 入

債 権 等 売 払 収 入

科                     目

雑 入

利 子 及 配 当 金

財 産 売 払 収 入

納 付 金

目

契 約 違 反 金

＜平成30年度一般会計決算の概要＞　　　　（単位：千円）

一 時 借 入 金 等 利 子

公 債 費

目

積 立 金

予算現額

使 用 料 及 手 数 料

財 産 運 用 収 入

予算現額

 
 注 計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計などと  

一致しない場合がある。また、収入率及び執行率は円単位で計算したものである。  
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ア 歳入 

  平成 30 年度の歳入の収入済額は 2,908,433 千円となり、予算現額に対す

る収入率は 320.2％となった。 

その内訳を見ると、財産収入については、都市外交人材育成基金外 26

基金から生じる利子収入等や官民連携ファンドからの出資金の返還による

収入済額が 2,331,092 千円となり、収入率は 375.8％となった。 

また、諸収入については、歳計現金等の預金利子や官民連携ファンド分

配金等の収入済額が 577,341 千円となり、収入率が 200.6％となった。 

イ 歳出 

   平成 30 年度の歳出の支出済額は 2,818,539 千円となり、予算現額に対す

る執行率は 78.9％となった。  

その内、総務費（会計管理費）の支出済額は 2,818,512 千円であり、基

金の運用収入減少に伴う積立金の実績減等により、執行率は 79.6％となっ

た。  

  （平成 30 年度一般会計決算（見込み）：資料編第２表 P82 参照） 
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１ 局の事務事業の分類  
 

 会計管理局の事務事業は、地方自治法の規定に基づいて設置された「会計管

理者」として行う事務を始め、法令の根拠及び事務の権限に基づき、次の４つ

に分類することができる。  

 

１ 会計管理者が知事から独立した権限により行う会計事務 

 ・現金の出納及び保管 

 ・有価証券の出納及び保管 

 ・物品の出納及び保管 

 ・現金及び財産の記録管理 

 ・支出負担行為の確認（審査事務） 

 ・決算の調製 など 

 

２ 知事の補助機関として行う事務 

 ・基金の運用管理 

 ・一時借入金 

 ・指定金融機関等に関する事務 

 ・用品に関する事務 

 ・官民連携ファンドに関する事務 など 

 

３ 地方自治法上の法定受託事務として行う事務 

 ・国の歳入・歳出に係る歳入徴収官、官署支出官等として行う国の会計事務

 

４ 地方公営企業法の一部が適用される準公営企業についての会計事務 

 ・東京都特別企業出納員事務取扱規則により、特別企業出納員（会計管理局

管理部長）に委任された会計事務 
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２ 会 計 事 務 
会計企画課・出納課・警察出納課・消防出納課 

会計管理者は、普通地方公共団体の会計事務をつかさどる（地方自治法第

170 条第１項）。会計事務とは、収入及び支出の執行手続、決算の調製、物品

に関する事務等の総称である。 

会計管理者の所管する会計は、一般会計及び 16 特別会計である。 

 

(１) 収 入 事 務  

収入とは、地方公共団体の事務を執行するために必要な支払の財源となる

べき現金（現金に代えて納付される証券を含む。）の収納をいい、一会計年度

における一切の収入を歳入という。 

 

ア 徴収事務 

歳入の徴収権限を知事から委任された歳入徴収者（局長又は所長）は、

歳入を収入すべき時期が到来したときは直ちに、所属年度・歳入科目・納

入すべき金額・納入義務者等に誤りがないか、法令又は契約等に違反して

いないかなどを調査し、決定（調定）しなければならない。 

歳入徴収者が調定したときは、収入及び支出の命令に関する事務を知事

から委任された収支命令者（局又は所の予算事務主管課長等）は、その内

容を財務会計システムに登録する。 

また、歳入徴収者が歳入を徴収しようとするときは、原則として納入通

知書を作成して納入義務者に送付することにより、納入の通知をする。 

 

イ 収納事務 

納入の通知を受けた納入義務者は、納入通知書に現金を添え、納付場所

として指定されている公金取扱金融機関の窓口又は各局・所の金銭出納員

（局又は所の予算事務を取り扱う課長代理）に納付する（都税の一部及び

放置違反金（※１）はコンビニエンスストアも可）。このほか、小切手等の

証券、口座振替による納付及びマルチペイメントネットワーク(※２)利用

※１ 「放 置 違 反 金 」については、用 語 解 説 (P92)参 照  

※２ 「マルチペイメントネットワーク」については、用 語 解 説 (P92)参 照  
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による電子納付がある。また、自動車税、個人事業税、固定資産税・都市

計画税（土地・家屋）、固定資産税（償却資産）、不動産取得税等について

は、インターネットを通じたクレジットカードによる納付も可能である。 

指定金融機関は、公金取扱金融機関との間で収納金の資金決済を行い、

指定金融機関の会計管理者口座に入金するとともに、公金取扱金融機関か

ら納入済通知書を集約し、会計管理者に送付する。 

会計管理者は、納入済通知書を基に収入済データを作成して財務会計シ

ステムに登録し、所属年度、歳入科目及び主管局・所別に収入計上を行う。 

歳入徴収者は、財務会計システムから収入情報を取得して、調定情報と

突合するなど歳入の管理を行う。 

なお、金銭出納員とは、その所管に属する現金の収納及び払込の事務等

を会計管理者から委任された者をいい、局又は所の予算事務を取り扱う課

長代理等をもって充てられている。 

 

＜収入事務フロー図＞ 
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(２) 支 出 事 務  

支出とは、地方公共団体の事務を執行するために必要な現金の支払をいい、

歳出予算を執行することを意味する。支出には、支出の原因となるべき契約

その他の行為（支出負担行為）から現金の支払までの一切の行為が含まれる。 

 

ア 審査事務 

支出事務の手続は、支出負担行為、支出決定、支出命令、審査、支払の

順に行われる。 

会計管理者又は特別出納員は、収支命令者が発行した支出命令書の送付

を受けたときは、支出命令に係る支出負担行為が法令又は予算に違反して

いないこと、当該支出負担行為に係る債務が確定していること等について

審査し、確認しなければならない。 

会計管理者又は特別出納員は、この確認ができないときは当該支出命令

書を収支命令者に返付しなければならない。 

なお、特別出納員とは、100 万円未満の支出負担行為等一定の要件を満

たす収支命令についての審査を会計管理者から委任された者をいい、局又

は所（警視庁、東京消防庁及びこれらに所属する所を除く。）の予算事務を

取り扱う課長代理等をもって充てられている。 

 

イ 支払事務 

会計管理者は、審査事務が完了したときは、当該支出命令書を執行し、

債権者に対して支払を行う。 

支払の方法には、会計管理者が自ら債権者に支払を行う小切手払、指定

金融機関に支払通知書を交付して支払手続をさせる現金払、口座振替払、

払込み及び送金払がある。 

なお、公共料金（電気料金、ガス料金、水道料金及び電話料金）の支払

事務については、一部を除き、公共料金支払システムにより、会計管理局

において一括処理している。 
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＜支出事務フロー図＞ 

 

(３) 災 害 時 の支 払 訓 練  

地震等の災害が発生したときは、財務会計システムの停止や交通機関の不

通等により、会計事務に様々な支障が生じるおそれがある。そのため、災害

時においても円滑な支払事務が行えるよう、局内外に対して支払事務に関す

る各種訓練を実施している。 

 

ア 各局・所訓練（支出命令） 

各局・所の担当者に災害時における支出手続を身に着けてもらうことを 

目的として、本庁各局・所の総務担当部門の防災又は経理担当者並びに警

視庁及び東京消防庁の各部の経理担当者を対象に、手書きによる支出命令

書の作成等の訓練を実施している。 

 

会計管理者

債

権

者

各局・所

支出
負担行為

支出決定

警察出納課
消防出納課

出 納 課

支
払
執
行

支出
命令書
（100万
未満）

指

定

金

融

機

関

支出命令書
（全件）

警視庁・東京消防庁

支出命令書
（100万以上）

収支命令者

支
出
命
令

公共料金
支払システム

特別出納員

審査

財務会計システム
（会計企画課）

検針票

請求書

小切手

支払
通知書

支
払
執
行

審
査

小切手払

現金払

払込み

口座振替払

送金払

請求データ

引落
確認

支出命令

登録

支出
命令書
（100万
未満）

払込書
等＋

登録

公共料金
引落口座

入金

審
査

口座引落データ
作成処理委託

電
気
・
ガ
ス
等
の
供
給
事
業
者

支払
通知書

データ

通常の支払の流れ 公共料金の支払の流れ

公金支出情報の公開
（情報公開ポータルサイト）

データ抽出
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イ 当局訓練（審査・出納） 

災害時における審査・出納事務の知識を習得することを目的として、出 

納課の全職員、局間転入者及び新規採用者を対象に、支出命令書の審査、

支払通知書の作成等の訓練を実施している。また、警察出納課及び消防出

納課においても、同様の訓練を定期的に実施している。 

 

支出

命令書

災害時の支払訓練の内容

支払

通知書

各局所が

手書きで

作成

出納課が

手書きで

作成

審査支出命令

出納

支払

 

 

(４) 決 算 事 務  

決算は、一会計年度内の歳入歳出予算に対する実際の収支の状態を計数的

に明らかにした実績表である。その役割は、議会や都民に対して、予算の執

行を通じて普通地方公共団体の行政目的が効果的かつ効率的に達成されたか

どうかを検証するための判断材料を提供すること、また、検証の結果を、次

年度以降の予算編成につなげるなど、行政運営に的確に反映させることであ

る。 

決算は、地方自治法第 233 条及び地方自治法施行令第 166 条に規定されて

おり、都においては下記のとおり取り扱っている。 

 

ア 決算調製と議会への認定付議 

会計管理者は、会計年度ごとに決算を調製し、出納閉鎖後３か月以内、

すなわち、毎年８月 31 日までに知事へ提出する。会計管理者が調製する書
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類は、歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書である。 

知事は、これらの書類を監査委員の審査に付し、監査委員から決算審査

に関する意見を受けた後、当該決算に係る会計年度における主要な施策の

成果を説明する書類とともに議会へ提出し、第三回定例会において議会の

認定に付している。 

 

イ 議会における決算の認定 

議会は、認定に付された決算を審査するため、各会計決算特別委員会を

設置して審査を付託している。当委員会における全局の審査が終了すると、

審査終了に伴う報告を直近に開催される議会で行い、議会は、決算審査報

告に基づいて決算の認定に関する議決を行う。 

 

ウ 公表 

知事は、議会の認定に付した決算の要領を都民に公表するため、東京都

公報に登載する。 

 

＜決算事務フロー図＞ 

8月3月 4月 5月 6月 7月 9月 10月 11月 12月 1月

提
出 意

見

都 議 会

決算調書を

調製・提出予算執行及び出納整理

監査委員の意見

を付して決算を提出

決算認定

に関する

議決結果

各会計決算特別委員会

付
託

報
告

監 査 委 員
（ 決 算 審 査 ）

都民

会

計

管

理

者

☆
会
計
年
度
末

☆
出
納
閉
鎖

☆
決
算
調
書
の
長
へ
の
提
出
期
限

●第三回定例会開会 ●第四回定例会開会

本 会 議

（ 決 算 審 査 ）

公表

（公報）

都 知 事

出納整理期間
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 (５) 物 品 管理 事務 

物品管理は、会計管理者所属各会計の歳出予算の執行により取得した所有

動産及び借用動産等について、適正かつ効率的な供用を図るとともにその状

態を良好に維持することを目的に行われる。 

物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く。）は会計管理者の職

務権限である(地方自治法第 170 条第２項第４号)が、物品出納員に、その所

管に属する物品の出納保管事務を委任している。なお、物品出納員とは、部、

部を置かない局及び所の物品の契約事務又は調達事務を取り扱う課長代理等

をもって充てられている。 

物品出納員に対して受入れ及び払出しの出納通知を行う事務は、知事から

物品管理者（局の課長及び所の物品の契約事務又は調達事務を取り扱う課長）

に委任されており、また、物品管理者は、供用中の物品が適正かつ効率的に

使用されるよう使用者を監督するとともに、定期的に状況確認を実施する。 

会計管理者は、物品管理事務の指導統括を行うほか、重要物品（備品又は

動物のうち本体価格及び付随費用の合計が 100 万円以上のもの）に係る財産

に関する調書の調製等を行っている。 

（平成 30 年度末重要物品集計一覧表：資料編第４表 P84 参照） 

 

＜物品管理事務フロー図＞ 

決
定
機
関

物
品
管
理
者

物
品
出
納
員

出納通知事務
の委任(物規§11)

決定権限
の配分

出納保管事務
の委任(物規§9)

契約等の相手方

納品
(物規§17Ⅰ)

引渡し
(物規§17Ⅰ・Ⅲ)

返納(物規§23Ⅱ)

購入、
廃棄、

所属換え等
の決定

出納通知(物規§16等)

引渡し（供用のための払出し）

(物規§17Ⅱ)

使用者（職員）

供用
(物規§22)

回収
(物規§23Ⅰ)

決 定

保
管

知 事 会計管理者

物品の流れ手続の流れ

（物規§20）
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３ 会計制度の企画 

会計企画課 

会計管理局では、規則改正など、都の会計制度に関する企画・調査・改善

の調整を担当し、会計事務の簡素・効率化を図るとともに、各局・所におけ

る適正な事務の確保に努めている。 

 

(１) 会 計 制 度 の企 画  

会計管理局では、会計事務に関する法令改正や国の制度変更に対応し、「東

京都会計事務規則」及び「東京都物品管理規則」の改正や制度の見直しを行

っている。また、時代の変化に対応した新たな公金収納方法の検討等、会計

制度に関する企画、調査及び改善に向けた取組を行い、都民サービスの向上

と会計事務の簡素・効率化を実現するとともに、適正な事務の確保に努めて

いる。 

 

(２） 具 体 的 な取 組  

ＡＴＭやパソコン等での公金収納（ペイジー）を実現するマルチペイメン

トネットワークを平成 15 年度に導入し、安定運用の確保や各局システムへの

活用拡大を支援している。 

インターネットによるクレジットカード収納についても、自動車税は平成

23 年度から、個人事業税、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）、固定資

産税（償却資産）、不動産取得税等は平成 27 年度から実施しており、会計管

理局では、この収納方法を導入するに当たり、的確な支援を行った。 

  さらに、都民サービスの向上並びに業務のリスク及び効率性の観点から都

庁におけるキャッシュレス化の推進を図っている。支出においては、現金取

扱いが残っている資金前渡による支払いについて令和２年度の原則キャッ

シュレス化に向け、法人向けブランドデビットカードの試行導入の順次拡大

を行っている。収入においては、利用者が多い主要施設へのキャッシュレス

決済手段の導入や、普及間もないＱＲコード決済の恩賜上野動物園での実証

実験等の取組を行っている。 
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各局・所の

経理担当

部署

契約制度、

旅費制度等

の所管部署

研修等

照会・相談、協議

回答・指導

通知・情報提供

調整
会 計 企 画 課

指 導 担 当

４ 会計事務の指導・検査 

会計企画課 

会計管理局では、「東京都会計事務規則」、「東京都物品管理規則」等に基づ

く会計事務の指導並びに相談業務及び検査業務を担当している。会計事務の

簡素・効率化及び適正な運用を図るとともに、各局・所における適正な事務

の確保に努めている。 

 

(１) 会 計 事 務 の指 導  

会計管理局では、会計事務の適正な処理を図るため、会計企画課に指導担

当を置き、各局・所に対して研修・指導・相談業務を行っている。 

研修業務については、会計事務・物品管理事務に関する中央研修及び各局

と連携した会計事務オーダーメイド研修等を開催するとともに、各局・所の

特別出納員支援に取り組むことにより、会計事務担当者の処理能力・知識の

向上を図っている。 

各局・所から寄せられる会計事務に関する照会・相談等に対して、適切に

指導・回答を行い、また、「東京都会計事務規則」及び「東京都物品管理規

則」に定める会計管理者への協議を受けている。 

さらに、ＴＡＩＭＳを活用し、全職員向けに会計事務の基本的な事項につ

いての情報発信を行うとともに、「会計管理局のひろば」「物品管理のひろ

ば」に事務処理の手引、各種研修テキスト、問題事例に関する質疑応答集、

関連する通知文書等を掲載して情報提供を行っている。また、各局・所にお

いて供用する必要がなくなった物品の有効活用を図るため、物品のあっせん

情報を掲載するための掲示板を提供している。 

 
＜会計事務指導関係フロー図＞ 
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(２) 会 計 事 務 の検 査  
会計事務の検査は、地方自治法第 149 条第５号に基づく知事の会計監督権

を具体化したものであり、会計管理者が行う直接検査と各局長が行う自己検

査がある。これらの検査を通して会計事務の適正化と全庁の会計職員の能力

向上を図っている。 

ア 直接検査  
直接検査は会計管理者が行う検査であり（東京都会計事務規則第 134 条

及び東京都物品管理規則第 65 条）、「直接検査実施要綱」に基づき定期検査、

再検査及び臨時検査を実施している。  
定期検査は、特別出納員、金銭出納員及び物品出納員の事務を中心に、

全ての本庁の部（部を置かない局においては局）及び事業所に対し２年に

１回実施している。 

再検査は、定期検査の結果、会計管理者が改めて検査の必要があると認

める会計事務について検査を実施している。 

臨時検査は、会計事故の発生等、会計管理者が緊急あるいは臨時に検査

を行う必要があると認める場合に実施する。 

イ 自己検査 

  自己検査は各局長が自ら行う検査であり（東京都会計事務規則第 129 条

及び東京都物品管理規則第 60 条）、「自己検査実施要綱」に基づき主に局の

経理・用度職員が検査員となり実施している。  
  会計管理局は、各局が自己検査を確実に実施できるよう、検査の手引の

作成及び検査実務に関する説明会等を行っている。また、各局長から検査

結果について通知を受け、各局への会計事務指導等に活用している。  
 
（３） 指 定 金 融 機 関 等 の検 査  

会計管理者は、公金取扱金融機関において事務処理が適法かつ正確に行

われているかを確認し直接指導するため、指定金融機関及び収納代理金融

機関に対し、公金の収納又は支払の事務及び公金の預金状況について検査

を実施している（地方自治法施行令第 168 条の４第１項）。 

また、準公営企業に係る出納取扱金融機関等に対しても、地方公営企業

法第 34 条の２に基づく知事の権限として同様の検査を実施している（地方

公営企業法施行令第 22 条の５第１項）。 
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（４） 私 人 に委託した歳入 等の徴収 又は収納 事務 及び支出 事務の検 査  
会計管理者は、私人に委託した歳入等の徴収又は収納及び支出事務につ

いて、適正な都の公金取扱事務を確保するため、受託者に対し検査を実施

している（地方自治法施行令第 158 条第４項、第 165 条の３第３項、道路

交通法施行令第 17 条の８第３項及び東京都私人委託事務に伴う事前協議及

び検査要綱）。  
さらに、都税の収納についても、コンビニエンスストア等に対し、同様の

検査を実施している（地方自治法施行令第 158 条の２第３項及び都税収納

事務委託に伴う事前協議及び検査要綱）。 

 
 

＜会計事務の検査の体系＞ 

【直接検査実施要綱】

【会規§134】 【直接検査実施要綱】

【物規§65】

 【地方自治法§170Ⅰ】

 【会規§4】 【直接検査実施要綱】

 【物規§3】

【会規§129Ⅵ】

【物規§60Ⅴ】

【地方自治法§149⑤】

【会規§129】

【物規§60】

【自己検査実施要綱】

【自己点検実施要綱】

【地方自治法施行令§168の4】

【地方公営企業法施行令§22の5】

【東京都特別企業出納員事務取扱規則§38】

会規＝東京都会計事務規則

物規＝東京都物品管理規則
【地方自治法施行令§158Ⅳ、§158の2Ⅲ及び§165の3Ⅲ】

【道路交通法施行令§17の8Ⅲ】

【東京都私人委託事務に伴う事前協議及び検査要綱】

【都税収納事務委託に伴う事前協議及び検査要綱】

定期検査

自己検査の
立会い

自己検査

各局長

直接検査

自己点検

再検査

臨時検査

各局・所の
会計事務検査

金融機関検査

私人検査

会計管理者

会
計
事
務
の
検
査
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５ 財務会計システムの管理運用 

会計企画課 

財務会計システムは、予算の執行、決算等に係る内部管理事務について適

正かつ迅速な事務執行を支援する、大規模な全庁的基幹システムである。 

単式簿記・現金主義会計と、複式簿記・発生主義会計の処理を同時に行う

ことのできるシステムとしては、わが国の行政では初めてのものである。 

本システムに登録された一般会計・特別会計の支出情報は、ホームページ

上に公開している。 

 

（１） 財 務 会 計 システムの沿 革  

財務会計システムは、昭和 58 年 12 月の「活力ある都政をすすめる懇談会」

の中間報告（全庁的な出納事務及び予算事務の電算化促進）を受け、昭和 60

年度に総務局に発足したプロジェクトチームによって開発が始まった。 

開発は、平成３年７月に予算計数サブシステム（平成 17 年度から財務局の

新システムへ移管）、平成４年４月に各執行系サブシステム、同年 10 月に物

品管理サブシステムが本稼働したことにより完了し、平成５年４月よりシス

テム管理運営が当局に移管された。 

都では、情報通信技術の急速な進歩等に対応するため、平成 13 年３月に「電

子都庁推進計画」を策定した。これを受け、10 年が経過した財務会計システ

ムの機能改善や経費削減等に向け、①従来の大型汎用機及び専用端末による

処理方式から小型サーバ及び共用端末への変更による運用経費の削減、②機

能の統合及び簡素化、③複式簿記・発生主義会計の処理の追加、を目的に約

２年かけて再構築を行い、平成 18 年３月から現行のシステムが稼働している。 

 

(２) 財 務 会 計 システムの概 要  

ア 対象局、対象会計等 

公営企業局を除く各局。一般会計、特別会計及び歳入歳出外現金 

 

イ サーバ 

都庁外のデータセンターに専用サーバを設置 

 

ウ 端末 

各局・所のＴＡＩＭＳ端末等を使用 
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エ サブシステムの構成 

財務会計システムのサブシステム構成は下表のとおり。 

＜サブシステムの構成一覧表＞ 

№ サ ブ シ ス テ ム 名 シ ス テ ム で 行 う 事 務 の 内 容 

１ 予算執行管理システム 予算の配当・配付・執行委任・流用等 

２ 歳入管理システム 調定、収納、消込み、収入日計等 

３ 歳出管理システム 支出負担行為、支出命令、支払、精算等 

４ 歳入歳出外現金管理システム 歳入歳出外現金の受入れ・払出し 

５ 資金管理システム 資金管理に必要な情報提供 

６ 決算管理システム 科目別決算、事業別決算、普通会計決算 

７ 複式処理システム 財務諸表の出力処理、複式仕訳処理、 
複式情報の修正・登録等 

８ 

執

行

系

シ

ス

テ

ム 

債権者債務者管理システム 債権者、債務者情報の管理 

９ 物品管理システム 備品の受入れ・払出し、所属換え等 

 

(３) 財 務 会 計 システムの管 理 運 用  

財務会計システムにおいては、以下の管理運用業務を行っている。 

・システム運用及びスケジュール調整 

・システム操作及び業務処理に関する問い合わせ対応・指導 

・システム仕様の改善、制度・組織等の改正に伴うシステム保守 

・システム資源、稼働状況の監視及び最適化への対応 

・システムの情報セキュリティ対策の実施 

なお、上記の管理運用業務のうち、次の作業は業者に委託している。  
  ・業務運用委託 

   業務アプリケーションにかかわる運用及び保守管理等 

  ・システム基盤運用委託 

ハードウェア及びミドルウェア等の保守管理及び運用等  
 
(４) 公 金 支 出 情 報 の公 開  

情報公開の取組の一環として、平成 29 年９月から都の全庁の公金支出情報

の公開を開始した。  
具体的には、財務会計システムに登録された一般会計・特別会計の支出内

容について、「支出部署」「支払日」「支出科目」「支払内容（件名）」「支払額」

などの情報を都民が容易に閲覧できるよう東京都情報公開ポータルサイトの

中において、一件ごとに毎月一括して公開している。  
なお、システムが異なる公営企業会計の支出情報については、各会計を所

管する局が公開している。  
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６ 新公会計制度に関する事務   
会計企画課  

「東京都会計基準」に基づく新公会計制度を運用し、作成した財務諸表を

決算参考書として議会に提出している。また、新公会計制度に係る会計事務

の企画・指導・検査を行うとともに、財務会計システムにおける複式処理サ

ブシステムの安定運用の確保を行っている。  

さらに、制度の活用促進へ向けた自治体間連携として、都内自治体に対す

る支援・助言や、都と同様の新公会計制度を導入した大阪府及び愛知県等と

連携した全国自治体への情報発信等を行っている。 

 

（１） 新 公 会 計 制 度 導 入 の目 的  

従来の官庁会計は、単年度の現金収支のみを記録する、いわゆる現金主義

会計であるため、資産や負債等のストック情報や減価償却費等の当期に負担

すべきコスト情報が明らかではなかった。 

こうした官庁会計の問題点を克服するため、複式簿記・発生主義会計によ

る新公会計制度を導入し、これにより新たにマネジメントへの活用やアカウ

ンタビリティー（説明責任）の向上等を図ることとしている。 

 

（２） 新 公 会 計 制 度 導 入 の経 緯  

平成 14 年５月、都は、都の公会計制度に複式簿記・発生主義を導入する

旨を発表し、同年９月に、当時の出納長室（現在の会計管理局）及び財務局

は、公認会計士３名と都の職員から成る「東京都の会計制度改革に関する検

討委員会」を設置、具体的な検討を開始した。 

その後、平成 16 年１月からの財務会計システムの再構築及び平成 17 年８

月の「東京都会計基準」の策定・発表等を経て、平成 18 年４月より新公会

計制度の運用を開始した。 

平成 18 年度決算からは、従来の官庁会計決算に加え、複式簿記・発生主

義会計による財務諸表を作成し、一般会計及びすべての特別会計についての 

財務諸表を公表している。 
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※  平成 27 年１月、総務省は全国自治体に対し、総務省の定める「統一的な基準」に基づく  

財務書類作成を要請した。  

 総務省は、「統一的な基準」による地方公会計の整備の進展により、財政状況やストック情報

が「見える化」され、固定資産台帳の整備により公共施設マネジメントが推進されるなど、地方

公会計は、財務書類や固定資産台帳を作成するだけではなく、それをわかりやすく公表するとと

もに、資産管理や予算編成、行政評価等に活用されることを期待している。  

なお、総務省の要請により、都では、平成 29 年度決算において、「統一的

な基準」（※）による財務書類を平成 31 年３月に公表した。 

 

 

 

 

 

 

（３） 都 の新 公 会 計 制 度 の特 徴  

都における新公会計制度は、「東京都会計基準」に基づき、財務会計シス

テムにより財務諸表を作成するものである。  

ア 東京都会計基準  

 「東京都会計基準」は、公会計に複式簿記・発生主義会計を導入するた

めの全国初の具体的な会計基準である。特色としては、①行政の特質を考

慮したものであること、②財務諸表が住民にとって分かりやすいものであ

ること、③個別の事業改善に活用できる財務諸表であること、④会計実務

上、対応可能であること、が挙げられる。  

イ 財務会計システム  

財務会計システムは、官庁会計の処理に連動し、日々の会計処理の段階

から複式簿記のデータを蓄積することで、迅速かつ正確に多様な財務諸表

の作成を可能としている。特色としては、①予算科目から勘定科目への自

動変換、②資産及び負債系のシステムとの連携、③事業別財務諸表の作成

が可能であること、が挙げられる。  
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＜財 務会 計システムに係る複 式 処 理の流 れ＞ 

現

行

官

庁

会

計

複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計

予 算 編 成 執 行 年 度 末 決 算

決 算 書

財 務 諸 表

複 式 仕 訳

細事業コード
節・細節
歳入略科目コード

減価償却費・
照合データ

金 利 等

ＴＡＩＭＳ端末

東 京 都
発 行 債 券
証 券 番 号

１１２９４９
￥1,000,000

給料 15,000

工事費 300,000

委託料 20,000

合計 335,000

予算書

複 式 情 報 の 入 力

300,000

複式情報の蓄積
（大部分は自動処理）

財務会計システムの範囲

現 金 収 支 の 入 力

固定資産関連システム
(資産家システム）

貸借対照表

行政コスト計算書

借方

流動資産
現金3,000,000

～

固定資産
建物 300,000

～

貸方
流動負債
未払金 335,000

～

～

～

～～

行政収入

行政費用
給与関係費 15,000
物件費 20,000
投資的経費 300,000

キャッシュ・フロー計算書

行政サービス活動
税収等

行政支出
給与関係費 15,000
物件費 20,000
投資的経費 300,000

公債管理システム
(負債系システム）

…

…

…

…

固定負債
都債 1,000,000

～

正味財産

4,000,000

 

財務会計システムによる複式処理の特徴 

                                     

 
 
① 予 算 科 目 か ら 勘 定 科

目への自動変換 
 
・現金収支の処理は従来の
官庁会計と同じ 

・２～３項目の新たな複式
情報の入力により自動的
に勘定科目は変換 

 

② 固 定 資 産 関 連 シ ス テ
ム・公債管理システム
と連携 

 
・複式情報を財務会計シス
テムへ取り込み自動仕訳

③ 事 業 別 財 務 諸 表 へ の
展開 

 
・管理事業を設定すること
により、施設ごとや個別
事業ごとの事業別財務諸
表を任意に作成可能 
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（４） 財 務 諸 表 の作 成 と議 会 への提 出  

    各局長は、会計別の財務諸表を、「東京都会計基準」の定めにより作成し、

東京都会計事務規則第 107 条第３項により会計管理者に提出する。 

   また、会計管理者は、同規則第 109 条により、各会計別の財務諸表を作成

し知事に提出する。 

   これらの財務諸表は、地方自治法上、議会による決算の認定対象とはなら

ないが、決算参考書として知事が議会に提出している。 

    なお、各局は、決算特別委員会の各分科会に局全体及び会計別の財務諸表

等を提出している。 

＜財務諸表等の体系＞ 

貸借対照表（※） 財政状態を明らかにするため、会計年度末時

点における都の資産、負債及び正味財産の残

高を表示したもの 

行政コスト計算書（※） 一会計期間における発生主義会計に基づく

費用、収入及び当期収支差額を表示したもの

キャッシュ･フロー計算書（※） 一会計期間における現金収入と現金支出を

区分ごとに表示したもの 

正味財産変動計算書（※） 貸借対照表の正味財産の部の一会計期間に

おける増減を、変動要因ごとに表示したもの

附属明細書 固定資産の増減を示す「有形固定資産及び無

形固定資産の明細」及び一会計期間における

引当金の増減を示す「引当金の明細」 

注 財務諸表には、重要な会計方針や後発事象等、財務諸表作成のための会計処理の考え方等

を注記として記載する。 

 
 

 
 

 

(５)  新 公 会計 制度 に係る企画 ・指導・検 査  

   ア 東京都会計基準委員会  

「東京都会計基準」について、民間等の会計基準の動向を踏まえつつ

継続的な見直しを行うほか、財務諸表の分析手法・活用方策に係る検討

を行うため、平成 18 年４月より「東京都会計基準委員会」を設置して

いる。（平成 30 年度より公認会計士３名で構成） 

    イ 新公会計制度に係る指導・検査 

      各局から寄せられる新公会計制度の会計事務に関する照会・相談等及

び決算業務に関する問合せに対し、指導・回答を行っている。 

※ 「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「キャッシュ・フロー計算書」、「正味財産変動計算
書」については、用語解説（P92）参照 
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＜都の新たな公会計制度におけるシステムの全体像＞

財務会計システム

財産情報システム
(公有財産）

道路資産管理
システム

（インフラ資産）

物品管理システム
(重要物品）

公債管理システム

決算
機能

異動情報

減価償却費

異動情報

減価償却費

異動情報

減価償却費

起債・償還情報

金利情報

予算
情報

予算計数
システム

現金収支

予算編成

歳入・歳出等

資産取得・
除却等

起債・償還等

仕訳

財

務

諸

表

作

成

機

能

仕訳

仕訳

仕訳

複式処理
サブシステム

仕訳

関連システム歳入・歳出等

執行情報

正味財産変動
計算書

キャッシュ・フロー
計算書

行政コスト計算書

貸借対照表

官庁会計決算

執行系サブ
システム

     あわせて、ＴＡＩＭＳを活用し、決算業務や財務会計システム上の処

理についての運用マニュアル、質疑応答集、関連する通知文書等を掲載

して情報提供を行っている。  

      また、各局に対する研修等を通じて、複式簿記の基礎的な知識や都の

新公会計制度の庁内周知を図るとともに、各局の部・所に対する複式直

接検査を実施し、仕訳の確認、業務指導やシステムの操作指導等を行っ

ている。  

     平成 30 年度より、財務諸表作成後、各局が行う監理団体等との連結

財務諸表の作成及び総務省「統一的な基準」への組替に関する技術支援

を行っている。  

 

（６） 財務会計システムにおける複式処理サブシステムの安定運用  

 財務会計システムにおいて、複式仕訳を行うサブシステムの安定運用を確

保するため、勘定科目等のデータテーブル更新やシステム運用面での改善策

の実施、資産系システム・公債管理システム等との連携を円滑に行うための

各局調整等を行っている。  

 

＜都の新公会計制度におけるシステムの全体像＞  
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（７） 新 公 会 計 制 度 の活 用 促 進 へ向 けた自 治 体 間 連 携  

都では、全国初の本格的な財務諸表を作成した実績を踏まえ、制度の特長

を活かした活用へ向け、自治体間連携に取り組んでいる。  

平成 29 年度は、都と同様の制度を導入する品川区及び板橋区に対し、制

度設計・システムに関する情報提供や各自治体に設置された検討会議におい

て助言するなどの導入支援を実施した。  

一方、総務省が要請する「統一的な基準」を採用する自治体に対しては、

都内自治体を中心とした「意見交換会」を開催し、各自治体の実情に応じた

情報提供・助言を行った。  

また、大阪府及び愛知県等、都と同様の新公会計制度導入の先行団体と設

置している「新公会計制度普及促進連絡会議」の構成団体が連携し、東京都

品川区で「公会計推進ミーティング2018 ～「つくる」から「活かす」へ、

現場からの報告～」を開催し、全国自治体関係者等に対し、財務諸表の活用

へ向けた各自治体における取組について情報発信した。  

今年度も引き続き、各自治体の実情に応じた支援・助言を行うとともに、

「連絡会議」等を通じた活用及び分析手法の情報共有・情報発信を進め、制

度の活用促進を図っていく。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 36 -



 - 37 - 

＜新公会計制度普及促進連絡会議  活動実績＞  

 

年度  活動実績  

平成 23 年度  ・第１回連絡会議  
（５団体：東京都、大阪府、新潟県、愛知県、東京都町田市） 

平成 24 年度  

・第２回・第３回連絡会議  
（７団体：大阪市、東京都江戸川区が新規参加）  

・セミナー開催  ＜東京ビッグサイト＞  
「経営ツールとしての新公会計制度～制度導入の実際と政策

マネジメントへの活用～」  
・パンフレット「新公会計制度だからわかること・できること」作成  

平成 25 年度  

・第４回連絡会議  
（８団体：大阪府吹田市が新規参加）  

・セミナー開催  ＜都内ホテル＞  
「新公会計制度でここが変わる～現場からの実例報告～」  

・セミナー開催  ＜大阪府庁＞  
「新公会計制度普及のための市町村向けセミナー」  

・パンフレット「自治体トップのための新公会計制度のすすめ」作成  
・パンフレット「新公会計制度導入ロードマップ」作成  

平成 26 年度  

・第５回連絡会議  
（12団体：福島県郡山市、東京都荒川区、福生市、八王子市が新規参加） 

・シンポジウム開催  ＜町田市内ホテル＞  
「制度導入のノウハウと自治体マネジメントにおける活用」  

平成 27 年度  

・第６回連絡会議（ 12団体）  
・セミナー開催  ＜都内ホテル＞  

「新公会計時代の幕開け～自治体運営の羅針盤～」  
・「事業別財務諸表  指標分析ガイド」作成  

平成 28 年度  

・第７回連絡会議  
（15団体：東京都中央区、世田谷区、品川区が新規参加）  

・シンポジウム開催  ＜江戸川区内ホール＞  
「財務諸表の有効活用が自治体経営を変える」  

平成 29 年度  

・第８回連絡会議  
 （17団体：東京都渋谷区、板橋区が新規参加）  
・シンポジウム開催  ＜荒川区内ホール＞  
 「「分析」「活用」から始める自治体マネジメント」  

平成 30 年度  
・第９回連絡会議（17団体）  
・シンポジウム開催  ＜品川区立総合区民会館（きゅりあん）＞  
 「「つくる」から「活かす」へ、現場からの報告」  

令和  元  年度  ・第10回連絡会議（17団体）  
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７  公  金  管  理  
公金管理課  

会計管理局長の管理する公金については、安全性及び流動性を確保した上で

効率的な公金管理を行うためのポリシーを策定している。このポリシーに基づ

き、預金については安全な金融機関を選択した上で定期性預金を基本とし、債

券については安全性を確認した上で商品を選択するなど、公金の安全かつ効率

的な保管・運用に努めている。  

 

(１ )  公金管理の基本的取組  

会計管理局長の管理する公金について、金融情勢が不透明な状況において

も、安全性及び流動性を確保した上で、効率的な保管・運用を行うため、平

成 14 年３月に、資金管理の通則、金融商品の選択、預金の取扱い等を定めた

「東京都資金管理方針」を策定した。その後、策定から 10 年以上が経過し、

都の公金を取り巻く国内外の金融環境の変化を受け、それまでの「東京都資

金管理方針」を一部見直し、 柔軟かつ効率的な運用を目的として、 平成 27

年３月に「東京都公金管理ポリシー」として新たに策定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公金管理の原則＞  

安全性の確保  

     

流動性の確保  

効率性の確保  

 

元本の安全性の確保を最重要視し、資金元本が損な

われることを避けるため、安全な金融商品により保

管及び運用を行うとともに、預金については金融機

関の経営の健全性に十分留意する。  

     
支払い等に支障をきたさないよう、必要となる資金

を確保するとともに、想定外の資金ニーズに備え、

資金の流動性を常に確保する。  

     

安全性及び流動性を十分確保した上で、運用収益の

最大化を図り、また、効率的な資金調達に努める。      

東 京 都 公 金 管 理 ポリシ ー （ H27.３ 策 定）  
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会計管理局では、このポリシーに基づいて、毎年度「公金管理計画」を策

定し、歳計現金等、基金及び準公営企業会計資金に係る公金の運用計画を定

めている。  

現在、本年４月に策定した「平成 31 年度公金管理計画」に基づき、公金の

管理に取り組んでいる。この計画においては、今後の経済動向や金融情勢の

先行きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリスク対応を行いながら、

安全性を最重要視し、流動性を十分に確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・

運用を目指すこととしている。  

 

(２ )  金融機関等の調査・分析  

公金管理においては、安全性の確保が最も重要であり、預金先金融機関等

の経営の健全性に十分留意する必要がある。そのため、日常的、定期的な情

報収集活動を通じて得られる情報の中から経営指標を選定し、金融機関等の

経営状況を把握している。その上で、経営指標の組合せにより設定した基準

に基づき、預金等についての対応を決定、実行している。  

 

＜預金等への対応＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 準の適 用  

格 付 け 、 自 己 資 本 比 率 、 預 金 量 の 推 移 等  

情 報収 集  

〈決 算 期 〉  財 務 諸 表 、 決 算 説 明 会 等  
〈日   常 〉  株 価 、 債 券 利 回 り 等  

預金等の対応を決定  
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(３ )  東京都公金管理アドバイザリー会議  

公金管理について、金融分野の専門家等の経験と識見を活用して、金融政

策の動向や金融市場の変化を踏まえた適正なリスク管理を行うなど、金融情

勢等に応じた的確な判断・対応を行うため、「東京都公金管理アドバイザリー

会議」を設置している。  

委員は、学識経験者、金融アナリスト、公認会計士、弁護士等の５名で構

成し、任期２年以内として、会計管理局長が委嘱している。  

 

(４ )  「平成 31 年度公金管理計画」に基づく公金の保管・運用  

ア  計画策定にあたっての考え方  

令和元年度は、公金の平均残高が若干の増加にとどまる見通しの中、国内

金利は金融緩和政策の継続に伴い、極めて低い水準での推移が見込まれてお

り、公金の運用には困難な状況が続くものと考えられる。また、我が国にお

ける経済のリスク要因として、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場

の変動の大きさが挙げられる中、これらが金融機関等の経営に与える影響な

どについては、しっかりと注視していく必要があると認識している。  

  このような環境認識のもと、今年度の計画策定にあたっては、今後の経済

動向や金融情勢の先行きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリスク対

応を行いながら、「東京都公金管理ポリシー」に基づき、安全性を最重要視し、

流動性を十分に確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を目指していく。  

 

イ  公金の年間平均残高見込み  

  令和元年度の平均残高は、歳計現金等・基金・準公営企業会計資金の合計

で、約 6 兆 600 億円（前年度の実績額から約 101 億円増）と見込んでいる。  

＜ 年 間 平 均 残 高 見 込 み ＞  

区 分  歳 計 現 金 等  基 金  
準 公 営 企 業  

会 計 資 金  
合 計  

平 成 30 年 度 実 績  1 兆 4,392 億 円  4 兆 977 億 円  5,130 億 円  6 兆 499 億 円  

令 和 元 年 度 見 込 み  1 兆 300 億 円  3 兆 9,800 億 円  1 兆 500 億 円  6 兆 600 億 円  
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ウ  歳計現金等  

(ア ) 収支見通しと令和元年度の残高見込み  

例年、年度当初には都税収入がほとんどなく、 5 月末に資金不足とな

る可能性があることから、基金からの繰替運用により資金手当を行って

いる。 6 月に入ると、法人二税の収入により残高は大幅に増加し、以降

は法人二税及び固定資産税・都市計画税等の収入等により、年度末まで

残高はプラスで推移する予定である。  

令和元年度においては、都税収入は前年度に比べて増加する見込みで

あるものの、平成 30 年度最終補正後予算において、築地市場跡地を中央

卸売市場会計から一般会計に有償所管換する経費の計上を行った影響等

により、歳計現金等の平均残高は、平成 30 年度の実績額約 1 兆 4,400

億円から 4,100 億円減の約 1 兆 300 億円となる見込みである。  

  

 ＜ 令 和 元 年 度 歳 計 現 金 等 保 管 見 込 表 ＞  

注  「 法 人 二 税 ３ 決 」 は ３ 月 決 算 法 人 の 法 人 二 税 、「 固 定 ・ 都 計 ① 」 は 固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税

の 第 １ 期 分 、「 地 方 消 費 税 ３ 決 」 は ３ 月 決 算 法 人 の 地 方 消 費 税 を 指 す 。  
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(イ ) 運用方法及び想定資金配分  

歳計現金等は、地方自治法第 235 条の４の規定により、最も確実かつ

有利な方法で保管しなければならないとされており、支払に支障をきた

さないよう細心の注意を払った上で、効率性についてもできる限り確保

していく。  

歳計現金等は原則１年以内で保管するものであり、預金での保管を基

本とする。令和元年度は、日々の支払に備えるための支払準備金として

約 400 億円を流動性預金で保管し、これを上回る運用可能資金について

は、効率性を確保するため、できる限り長い期間、安全性が確認できる

金融機関に定期性預金を基本として保管する。  

令和元年度に想定する資金配分は、以下のとおりである。  

    

＜歳計現金等  想定資金配分＞  

（ 令 和 元 年 度 平 均 残 高 見 込 み ） 

（ 単 位 ： 億 円 ）  

区      分  
預   金  

金  額  割  合  

支 払 準 備 金 4 0 0  4％  

運 用 可 能  

資 金  

普 通 預 金 6 0 0  6％  

定 期 性 預 金 9 , 3 0 0  9 0％  

全      体  1 0 , 3 0 0  1 0 0％  
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エ  基金  

地方自治法第 241 条第１項の規定に基づき、自治体は、特定の目的のた

めに財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基

金を設けることができる。令和元年度の基金の種類と平均残高の見込みは

下表のとおりである。  

      

 ＜ 基 金 の 種 類 と 令 和 元 年 度 平 均 残 高 の 見 込 み ＞   

 （ 単 位 ： 億 円 ）    

 

 

基 金 名 平均残高 基 金 名 平均残高

都市外交人材育成基金 58 介護保険財政安定化基金 36

災害救助基金 120 福祉・健康安心基金 48

東京都尖閣諸島寄附金による尖閣諸島活用基金 14 後期高齢者医療財政安定化基金 212

財政調整基金 8,268 安心こども基金 41

社会資本等整備基金 4,159 医療施設耐震化臨時特例基金 19

東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金 4,977 地域医療介護総合確保基金 355

防災街づくり基金 2,721 福祉先進都市実現基金 1,842

人に優しく快適な街づくり基金 280 農業構造改革支援基金 ※1 0

消費者行政活性化基金 2 おもてなし・観光基金 87

芸術文化振興基金 58 イノベーション創出基金 262

障害者スポーツ振興基金 153 無電柱化推進基金 510

鉄道新線建設等準備基金 662 減債基金 13,925

公害健康被害予防基金 21 心身障害者扶養年金基金 406

花と緑の東京募金基金 ※2 0 国民健康保険財政安定化基金 276

水素社会・スマートエネルギー都市づくり 

推進基金 
305  

 計（29 基金） 39,815

 
 
 
 
 

※ 1 農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 の 平 均 残 高 見 込 み は 約 44 百 万 円  

※ 2 花 と 緑 の 東 京 募 金 基 金 の 平 均 残 高 見 込 み は 約 37 百 万 円  

- 43 -



 - 44 - 

(ア ) 基金残高の見通し  

令 和 元 年 度 は 「 社 会 資 本 等 整 備 基 金 」 や 「 福 祉 先 進 都 市 実 現 基 金 」

等 で 取 崩 を 行 う こ と に よ り 、平 均 残 高 は 前 年 度 の 実 績 額 の 約 4 兆 1,000

億 円 か ら 減 少 し 、 約 3 兆 9,800 億 円 と な る 見 込 み で あ る 。 今 後 、 東 京

2020 大 会 の 開 催 準 備 を 着 実 に 進 め る た め に 、 「 東 京 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ

ラ リ ン ピ ッ ク 開 催 準 備 基 金 」及 び「 3 つ の シ テ ィ 実 現 に 向 け た 基 金（ ※

1） 」 な ど で 、 積 極 的 な 取 崩 が 予 定 さ れ て い る 。  

(イ ) 運用方法及び想定ポートフォリオ  

運用にあたっては、各基金の設置目的を踏まえ、それぞれの積立及び

取崩の計画等に適切に対応できるよう、金融商品及び運用期間を設定す

る。  

金融商品別のポートフォリオについては、適切な分散運用を基本とし、

金融環境の変化に応じて柔軟に運用する。  

また、金利変動の影響を平準化し、不測の資金需要に備えられるラダ

ー型運用（※２）  と、可能な限り長期間運用することにより比較的高い

利回りが期待できる一括運用を組み合わせ、安定的かつ効率的な資金配

分を実施する。令和元年度に想定するポートフォリオは以下のとおりで

ある。  

 
注  債 券 購 入 は 市 場 動 向 に よ っ て 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合  
注  「 財 投 機 関 債 等 」 は 、 財 投 機 関 債 の 他 、 政 府 関 係 機 関 が 発 行 す る 債 券 を 含 む 。  

 

    

区 分  預 金  債 券  

令 和 元 年 度 想 定  76％  24％  

            

区 分  都 市 銀 行  信 託 銀 行  地 方 銀 行  外 国 銀 行  

令 和 元 年 度 想 定  54％  22％  12％  12％  
注  預 金 先 は 入 札 に よ り 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合  
 
 

区 分  国 債  地 方 債  政 府 保 証 債  財 投 機 関 債 等  金 融 債  外 債  

令 和 元 年 度 想 定  15％  35％  5％  35％  9％  1％  

※ １ ｢2 0 20 年 に 向 け た 実 行 プ ラ ン ｣の 、 「 セ ー フ  シ テ ィ 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 ス マ ー ト  シ テ ィ 」  

の 実 現 に 向 け た 基 金  

※ ２ 「 ラ ダ ー 型 運 用 」 に つ い て は 、 用 語 解 説 （ P 92） 参 照  

＜ 基 金 に お け る 預 金 の 内 訳 （ 金 融 機 関 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞              

＜ 基 金 に お け る 債 券 の 内 訳 （ 債 券 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞              

＜ 基 金 に お け る 金 融 商 品 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ＞              
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 オ  準 公 営 企 業 会 計 資 金  

(ア ) 平均残高の見通し  

準公営企業とは、地方公営企業法のうち、財務規定 等が適用される、

地方公共団体が経営する企業である。都では、「東京都地方公営企業の

設置等に関する条例」において、地方公営企業法の規定の一部が適用さ

れる事業として、病院事業、臨海地域開発事業、港湾事業、市場事業及

び都市再開発事業の５事業を設置している。  

令和元年度の準公営企業会計資金（ 5 事業の各会計）の平均残高は、  

 合計で 1 兆 500 億円程度となる見込みである。    
 

＜令和元年度準公営企業会計資金平均残高（見込み）＞  

                         
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ ) 運用方法及び想定資金配分  

準公営企業会計の資金は、所管局の依頼に基づき、日々の支払に備え

る支払準備金は普通預金で保管し、これを上回る運用可能資金について

は、定期性預金等による運用を基本に、できる限り長い期間運用する。  

令和元年度に想定する資金配分は、以下のとおりである。  
 
＜準公営企業会計  想定資金配分＞  

（ 単 位 ： 億 円 ）  

区 分  平 均 残 高  割 合  

支 払 準 備 金        2,600      25％  

運 用 可 能 預 金        7,900      75％  

全 体       10,500     100％  

会   計   名  平 均 残 高  

病 院 会 計        700 

臨 海 地 域 開 発 事 業 会 計      2,500 

港 湾 事 業 会 計        300 

中 央 卸 売 市 場 会 計      6,600 

都 市 再 開 発 事 業 会 計        400 

合  計 （ ５ 会 計 ）  10,500 

（ 単 位 ： 億 円 ）  
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(ア ) 基金残高の見通し  

令 和 元 年 度 は 「 社 会 資 本 等 整 備 基 金 」 や 「 福 祉 先 進 都 市 実 現 基 金 」

等 で 取 崩 を 行 う こ と に よ り 、平 均 残 高 は 前 年 度 の 実 績 額 の 約 4 兆 1,000

億 円 か ら 減 少 し 、 約 3 兆 9,800 億 円 と な る 見 込 み で あ る 。 今 後 、 東 京

2020 大 会 の 開 催 準 備 を 着 実 に 進 め る た め に 、 「 東 京 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ

ラ リ ン ピ ッ ク 開 催 準 備 基 金 」及 び「 3 つ の シ テ ィ 実 現 に 向 け た 基 金（ ※

1） 」 な ど で 、 積 極 的 な 取 崩 が 予 定 さ れ て い る 。  

(イ ) 運用方法及び想定ポートフォリオ  

運用にあたっては、各基金の設置目的を踏まえ、それぞれの積立及び

取崩の計画等に適切に対応できるよう、金融商品及び運用期間を設定す

る。  

金融商品別のポートフォリオについては、適切な分散運用を基本とし、

金融環境の変化に応じて柔軟に運用する。  

また、金利変動の影響を平準化し、不測の資金需要に備えられるラダ

ー型運用（※２）  と、可能な限り長期間運用することにより比較的高い

利回りが期待できる一括運用を組み合わせ、安定的かつ効率的な資金配

分を実施する。令和元年度に想定するポートフォリオは以下のとおりで

ある。  

 
注  債 券 購 入 は 市 場 動 向 に よ っ て 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合  
注  「 財 投 機 関 債 等 」 は 、 財 投 機 関 債 の 他 、 政 府 関 係 機 関 が 発 行 す る 債 券 を 含 む 。  

 

    

区 分  預 金  債 券  

令 和 元 年 度 想 定  76％  24％  

            

区 分  都 市 銀 行  信 託 銀 行  地 方 銀 行  外 国 銀 行  

令 和 元 年 度 想 定  54％  22％  12％  12％  
注  預 金 先 は 入 札 に よ り 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合  
 
 

区 分  国 債  地 方 債  政 府 保 証 債  財 投 機 関 債 等  金 融 債  外 債  

令 和 元 年 度 想 定  15％  35％  5％  35％  9％  1％  

※ １ ｢2 0 20 年 に 向 け た 実 行 プ ラ ン ｣の 、 「 セ ー フ  シ テ ィ 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 ス マ ー ト  シ テ ィ 」  

の 実 現 に 向 け た 基 金  

※ ２ 「 ラ ダ ー 型 運 用 」 に つ い て は 、 用 語 解 説 （ P 92） 参 照  

＜ 基 金 に お け る 預 金 の 内 訳 （ 金 融 機 関 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞              

＜ 基 金 に お け る 債 券 の 内 訳 （ 債 券 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞              

＜ 基 金 に お け る 金 融 商 品 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ＞              

- 45 -



 

 - 46 - 

 (５ )  公金管理実績  

公金の保管・運用の実績について、年度及び四半期ごとに公表している。

平成 30 年度の年間の運用利回りは、準公営企業会計資金は横ばいであったの

に対して、歳計現金等及び基金については市場金利の低下等により、低下し

た。  

 

 歳計現金等

基金

準公営企業会計資金

（億円）

（億円）

37,746 

40,977 
39,795 

41,723 41,441 40,933 

0.059% 0.054% 0.056% 0.052% 0.055% 0.053%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

7,000

14,000

21,000

28,000

35,000

42,000

２９年度 ３０年度 ３０年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

4,875 
5,130 

4,963 
5,150 5,164 5,245 

0.008% 0.008% 0.007% 0.008% 0.008% 0.008%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

2,000

4,000

6,000

２９年度 ３０年度 ３０年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（億円） （％）

（％）

（％）

11,891

14,392

10,822

15,521 14,369

16,871

0.009% 0.008% 0.007% 0.008% 0.009% 0.008%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

２９年度 ３０年度 ３０年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

 

（平成 30 年度公金管理実績：資料編第５表 P85 参照）  

＜平均残高及び利回り推移＞  
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８ 指定金融機関等に関する事務  
                             公金管理課  

普通地方公共団体の会計事務は、地方自治法第 170 条の規定により、会計管

理者がつかさどることになっているが、その事務全てを行うことは事実上困難

である。そこで現金の取扱いに熟達している金融機関にその事務の一部を行わ

せるため設けられているのが指定金融機関である。 

このほかに、収納事務の一部を取り扱う収納代理金融機関がある。 

会計管理局では、指定金融機関及び収納代理金融機関を指定する事務を行っ

ている。 

 

(１) 指 定 金 融 機 関 等 の機 能 と役 割  

出納事務の効率的運営と安全を図る見地から、現金の出納事務に最も熟達

している金融機関にその事務を取り扱わせることとするのが指定金融機関制

度である。  

このため、都道府県における公金の収納及び支払事務については、地方自

治法第 235 条第１項の規定に基づき、金融機関を指定して取り扱わせなけれ

ばならないとされており、この都道府県において指定した金融機関を指定金

融機関という。また、このほかに収納事務の一部を取り扱う収納代理金融機

関がある。  

指定金融機関は、法令及び知事の定める諸規程に従って、公金の収納及び

支払の事務並びに預金を取り扱い、また、収納代理金融機関において取り扱

う公金の収納事務を総括するとともに、当該自治体に責任を負うことが義務

づけられている。  

都における公金の収納事務は、都民や企業から都税や各種使用料・手数料

等を収納するため、指定金融機関のほか、普通銀行、信用金庫、信用組合、

農業協同組合等 167 法人（令和元年８月 1 日現在）に及ぶ金融機関が取り扱

っている。一方、公金の支払事務は、都の事業執行等に伴う債権者等に対し、

指定金融機関を通じて支払われている。 
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＜公金の流れと金融機関との関係＞ 

    

 

 
 
 
注   上記以外に、コンビニエンスストア等による収納がある。  

（平成 30 年度公金収納実績：資料編第６表 P86 参照） 

 

(２) 指 定 金 融 機 関 等 の指 定 状 況  

 ア 指定金融機関  

現在、都では「株式会社みずほ銀行」を指定している。  

経緯  

・昭和 39 年４月    

地方自治法改正により、指定金融機関制度が創設。  

「株式会社富士銀行」が都の指定金融機関となる。  

・平成 14 年４月   

「株式会社富士銀行」「株式会社第一勧業銀行」「株式会社日本興  

業銀行」の三行が、吸収分割及び合併により「株式会社みずほ銀  

行」と「株式会社みずほコーポレート銀行」の二行に統合及び再  

編された。この際、地方自治法施行令の規定により、指定金融機  

関業務の継承行である「株式会社みずほ銀行」を指定金融機関に  

指定した。  

 

 

 
 

収納  収納

収納  

支払  支払  

収納  

東  

  
京  

  都  

み
ず
ほ
銀
行 

収
納
代
理
金
融
機
関

 

都

民 

・ 

企

業

等 

指
定
金
融
機
関 
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・平成 25 年７月   

「株式会社みずほコーポレート銀行」を存続行、「株式会社みずほ  

銀行」を消滅行とする吸収合併が行われた。また、同日付で「株  

式会社みずほコーポレート銀行」から「株式会社みずほ銀行」へ  

の商号変更が行われた。この際、指定金融機関としての権利・義  

務を「株式会社みずほ銀行」が承継し、現在に至る。  

 

イ 収納代理金融機関     

収納代理金融機関は、地方自治法施行令第 168 条第４項の規定に基づき

指定している。その指定は、「東京都指定金融機関等の指定及び検査要綱」

に定める基準を充足する金融機関の中から、経歴、信用等を調査した上で

行っている。  

   なお、日本郵政公社については、東京郵政局との協定及び郵便振替法に

基づき収納事務を取り扱わせていた。しかし、平成 19 年 10 月１日、同公

社の民営化により株式会社ゆうちょ銀行が発足するとともに同法が廃止さ

れたことから、他の金融機関と同様の条件で、新たに株式会社ゆうちょ銀

行を収納代理金融機関として指定した。 

                 

＜指定金融機関等の指定状況＞ 

 （令和元年８月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 注   表中の「その他」とは、商工組合中央金庫及び中央労働金庫をいう。 

 法人数 

指定金融機関         1 

収納代理金融機関          167 

普通銀行           96 

信託銀行             4 

信用金庫            31 

信用組合            19 

農業協同組合   15 

  

内 

 

 

 

訳 その他            2 

合    計         168 
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9 官民連携ファンドに関する事務  
                             

公金管理課  

官民連携ファンドについて、法律、会計、投資分野等の専門家の助言を受け

ながら、質問権、検査権等を適切に行使し、その運営状況を継続的に監視して

いる。 

 

（１）官民連携インフラファンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的  
 

全国のエネルギー分野への投資を通じた電力供給の

安定化等 

投融資対象事業 電力・エネルギー分野のインフラ事業 

組成時期 平成 24 年度 

株式会社ＩＤＩインフラストラクチャーズ 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

ファンド 

運営事業者 

 

 

・各１ファンド(投資事業有限責任組合) 

（計２ファンド） 

都の出資規模 

 

各ファンド 15 億円、計 30 億円 

（有限責任組合員として出資） 

ファンド規模 全体で約 300 億円 

＜官民連携インフラファンドスキーム図＞ 
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（２）官民連携再生可能エネルギーファンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的  
 

再生可能エネルギーの都内での導入促進、東北地方 

等における広域的な普及拡大等 

投融資対象事業  
 
 
 
 

都内投資促進型ファンド 

都内の再生可能エネルギー発電事業 

広域型ファンド 

 東京電力・東北電力管内地域の再生可能エネルギ

ー発電事業 

組成時期  平成 26 年度 

ＪＡＧ国際エナジー株式会社 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社 
ファンド 

運営事業者 

 

 

 

 

・各２ファンド 

（都内投資促進型ファンド：合同会社） 

（広域型ファンド：投資事業有限責任組合) 

（計４ファンド） 

都の出資規模 

 

 

 

 

 

都内投資促進型ファンド 

各ファンド１億円、計２億円 

（匿名組合出資（有限責任）） 

広域型ファンド 

 各ファンド５億円、計 10 億円 

 （有限責任組合員として出資） 

ファンド規模 全体で約 100 億円 

＜官民連携再生可能エネルギーファンドスキーム図＞ 
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（３）官民連携福祉貢献インフラファンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的  
 

都内における子育て支援施設を含む福祉貢献型建物 

の整備促進等 

投融資対象事業 都内における福祉貢献型建物を整備する事業 

組成時期 平成 27 年度  

ＡＩＰヘルスケアジャパン合同会社 

スターツアセットマネジメント株式会社 
ファンド  
マネジャー  
 
 

・各１ファンド（投資事業有限責任組合) 

（計２ファンド） 

都の出資規模 

 

 

 

 

 

ＡＩＰヘルスケアジャパン合同会社のファンド 

25 億円 

スターツアセットマネジメント株式会社のファンド 

12.5 億円 

計 37.5 億円 

 （有限責任組合員として出資） 

ファンド規模 全体で約 60 億円 

＜官民連携福祉貢献インフラファンドスキーム図＞ 
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１０ 用品に関する事務  
総務課  

都では、各局・所において共通的に使用する物品で比較的需要量が多い

ものの中から知事が指定した物品を「用品」として取り扱っている。  

この用品を集中的に大量一括購入し、各局・所の需要に応じて安価に、

計画的、安定的かつ迅速に供給することを目的として設けた制度が用品制度

である。  

 

(１) 用 品 制 度 の効 果 ・特 色  

ア 物品購入事務の軽減  

会計管理局が用品の調達及び供給事務を一元的に行うことにより、各

局・所では、用品カタログシステム上の操作のみで請求から代金の支払ま

で一連の事務を行うことができ、購入に係る契約事務や物品帳票の作成事

務等が不要となっている。  

＜用品システムフロー図＞ 

 

 

 

契 
 

約 
 

業 
 

者 

② 用 品 発 注  

⑤ 代 金 一 括 請 求  

⑥代 金 一 括 支 払  

会計管理局 

用  品 

システム

用 品 調 達 基 金

③ 納 品  

 

 

 

 

用 品 カ タ

ロ グ シ ス

テム 

①用 品 請 求  

④支 出 決 定  

(代 金 振 替 ) 

情報の流れ  資金の流れ 用品の流れ  

請 

求 

局 

・ 

所 
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イ 物品購入経費の節減  

用品は、集中的に大量一括購入しているため、量販店の価格より安価と

なり、各局・所の物品購入経費の節減に寄与している。  

ウ 用品の迅速かつ的確な配送  

用品の配送は計画的に行っており、文房具類は、受付日の翌日に配送  

するなど、各局・所の利便性向上を図っている。  

エ 品質・規格の標準化  

原則として、用品に指定する物品をＪＩＳ規格品又は同等品とする  

ことにより、一定水準の品質を確保するとともに、都で使用する物品の  

品質・規格の標準化を図っている。  

オ グリーン購入の推進  

用品の指定は、環境への負荷を低減するため、東京都グリーン購入推進

方針（※）及び東京都グリーン購入ガイド（※）に基づいて行っており、

率先して環境に配慮した調達を実施している。  

 

＜グリーン購入の供給額の推移＞ 

 
※ 「東京都グリーン購入推進方針」及び「東京都グリーン購入ガイド」は、「国等による環境

物品等の調達の推進等に関する法律第４条」に基づき、東京都環境局が策定したものである。 
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(２) 東 京 都 用 品 調 達 基 金  

用品の購買、管理及び供給に関する事務を円滑かつ効率的に行うため、  

東京都用品調達基金条例に基づき、平成６年４月に「東京都用品調達基金」

を設置した。  

この基金により購入した用品を各局・所に有償で供給し、各局・所から  

回収した当該代金を基金に繰り入れながら回転運用を行っている。  

本基金の活用により、会計年度独立の原則等、予算の制約を受けること  

なく、用品供給が可能となっている。  

 

(３) 用 品 指 定 品 目 及 び品 名  

   用品として指定しているものは、56 品目 161 品名であり、その内訳は、  

下表のとおりである。  

 

＜用品指定品目及び品名＞  令和元年８月１日現在  

区 分  品目数  品名数  品目のうち主なもの  

印刷物      4      8 名刺カード、納入通知書・納付書  

文房具  36     77 ファイル類、ボールペン  

用 紙  1     16 複写機用紙  

雑 品  4      8 トイレットペーパー、蛍光ランプ  

什 器  11     52 片袖机、回転椅子、書庫  

合 計  56    161  

 

(４) 供 給 対 象 の局 ・所 数  

    用品の供給対象の各局・所は、令和元年８月１日現在、請求事務を行う請

求局・所数が 541 か所、配送を受ける配送局・所数が 743 か所である。  
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(５) 区分別供給額  

  平成 30 年度における用品の区分別供給額は、下図のとおりである。  

 

         ＜平成 30 年度用品区分別供給額＞   

（単位：千円 (％)）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注   計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、

合計等と一致しない場合がある。  

 

 

 

供給総額  
1,244,121 
（100.0） 
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東 京 都 （知事）  

歳入徴収官 

官署支出官 

（会計管理者）

 

国 (所管大臣)  

 会計検査院  

会計事務を行うことについての同意の求め 

知事の同意

所管大臣への報告  

１１ 国費に関する会計事務  
出納課  

国費に関する会計事務は、国の会計事務のうち、会計法等の規定に基づき、

知事の同意の上、都道府県が行うもので、地方自治法第２条第９項第１号に

規定する第一号法定受託事務である。会計管理者は、会計法及び国の債権の

管理等に関する法律の規定に基づく知事の指定により、「歳入徴収官」、「官署

支出官」として、国の歳入、歳出及び債権管理に関する事務を行っている。

 

(１) 歳 入 徴 収 官 （歳 入 事 務 ） 

国の徴収すべき歳入について、徴収決定及び債務者に対する納入告知の事

務、収納、督促等の事務を行う（会計法第４条の２及び第 48 条）。 

（平成 30 年度国費歳入決算額：資料編第８表 P88 参照） 

(２) 官 署 支 出 官 （歳 出 事 務 ） 

国の支出の原因となる契約その他の支出負担行為の確認、国の支出すべき

債務の調査確認及び支出の決定等の事務を行う（会計法第 24条及び第 48条）。 

（平成 30 年度国費歳出決算額：資料編第９表 P89 参照）  

(３) 債 権 管 理  

歳入徴収官が所管する国の債権に関する登録、保全、取立て及び消滅等の

事務を行う（国の債権の管理等に関する法律第５条）。 

（平成 30 年度債権管理額（国費関係）：資料編第 10 表 P90 参照） 

 

＜国費会計事務フロー図＞ 

 

 

 

 

 
会計検査院への報告

支出証拠書等の提出

債務者  債権者  

 収入   支出  
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(５) 区分別供給額  

  平成 30 年度における用品の区分別供給額は、下図のとおりである。  

 

         ＜平成 30 年度用品区分別供給額＞   

（単位：千円 (％)）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注   計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、

合計等と一致しない場合がある。  

 

 

 

供給総額  
1,244,121 
（100.0） 
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１２ 準公営企業に関する会計事務   
公金管理課・出納課  

準公営企業会計とは、地方公営企業法第２条第２項及び第３項の規定に基

づき、地方公営企業法の一部（財務規定等）が適用される事業（準公営企業）

に係る収支を経理する会計である。 

都では、準公営企業として、病院事業、臨海地域開発事業、港湾事業、市

場事業及び都市再開発事業を設置している（東京都地方公営企業の設置等に

関する条例第１条第１項第８号から第 12 号）。 

会計管理局では準公営企業の業務に係る公金の出納及び保管の事務を行っ

ている。 

 

(１) 特別企業出納員の設置 

準公営企業に係る公金の領収、支払及び保管に関する事務処理の統一性・

的確性を期するため、会計管理局に特別企業出納員を置き、事務を処理して

いる。特別企業出納員は、会計管理局管理部長をもって充てている。 

 （平成 30 年度準公営企業会計収入支出実績表：資料編第 11 表 P91 参照） 

(２) 出納取扱金融機関等の指定状況 

地方公営企業法第 27 条の規定に基づき、準公営企業の業務に係る公金の出

納又は収納の事務及び預金を取り扱わせるため、出納取扱金融機関として株

式会社みずほ銀行を、収納取扱金融機関として株式会社三菱ＵＦＪ銀行ほか

12 金融機関を指定している。 

＜準公営企業会計 収入・支出フロー図＞ 

 

納入通知書 

債権者 

納 付 

支 払 
【支出事務】 

 

 

 

 

 

 

(各局長等)  

出納取扱金融機関 

【収入事務】  

 

特別企業出納員 

会計管理局 

管理部長 伝票発行者 

収入徴収者 

収納取扱金融機関  

納入者 
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  １ 会計管理局の分掌事務（令和元年８月１日現在）  
 

(１) 管 理 部 の分 掌 事 務  

総 務 課 

1 局 の予 算 、決 算 及 び会 計 に関 すること。 

2 局 の組 織 及 び定 数 に関 すること。 

3 局 所 属 職 員 の人 事 及 び給 与 に関 すること。 

4 局 所 属 職 員 の福 利 厚 生 に関 すること。 

5 局 事 務 事 業 に関 する法 規 の調 査 及 び解 釈 に関 すること。 

6 局 の公 文 書 類 の収 受 、配 布 、発 送 、編 集 及 び保 存 に関 すること。 

7 局 事 務 事 業 の広 報 及 び広 聴 に関 すること。 

8 局 の情 報 公 開 に係 る連 絡 調 整 等 に関 すること。 

9 局 の個 人 情 報 の保 護 に係 る連 絡 調 整 等 に関 すること。 

10 局 事 務 事 業 の進 行 管 理 に関 すること。 

11 用 品 に関 すること。 

12 局 内 他 の部 及 び課 に属 しないこと。 

庶 務 担 当 

1  都議会との連絡に関すること（決算認定に係るものを除く。）。 

2  局の災害対策に関すること。 

3  監査委員との連絡に関すること（決算審査に係るものを除く。）。 

4  秘書事務に関すること。 

5 その他局内他の部、課又は課内他の担当に属しないこと。  

文 書 担 当 

1  局の公文書類の収受、配布、発送、編集及び保存に関すること。 

2  局の文書の審査に関すること。 

3  局の公文書の開示等に係る連絡調整等に関すること。 

4  局の個人情報の保護に係る連絡調整等に関すること。  

5  局の公印に関すること（局内他の部及び課に属するものを除く。）。 

6 局の図書類及び印刷物の登録に関すること。 
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7  局事務事業に関する法規の調査及び解釈に関すること。 

8 局所管条例の立案請求及び局所管規則の立案に関すること（局内他の

部及び課に属するものを除く。）。 

9 局事務事業の広報及び広聴に関すること。 

人 事 担 当 

1 局の組織及び機構に関すること。 

2 局所属職員の任免及び服務に関すること。 

3 局所属職員の定数及び配属に関すること。 

4  局所属職員の給与及び旅費に関すること。 

5 局所属職員の研修及び勤務成績の評定に関すること。 

6  局所属職員の福利厚生に関すること。 

7 局所属職員が結成し、又は加入する職員団体との連絡に関すること。 

8  源泉徴収所得税及び住民税の払込に関すること。 

経 理 担 当 

1 局の予算、決算及び会計に関すること。 

2 局事務事業の進行管理に関すること。 

3 局の公有財産及び債権の管理に関すること。 

4 局の契約に関すること。 

5 局の物品管理に関すること。 

6 局の庁舎及び施設の営繕に関すること。 

用品運用担当  

1  用品調達基金の管理及び運営に関すること。 

2 用品制度の改善に関すること。 

3 用品システムに関すること。 

4 用品の調達及び供給に関すること。 

5 その他用品に関すること。  
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公 金 管 理 課  

1 歳 計 現 金 、歳 入 歳 出 外 現 金 及 び定 額 の資 金 を運 用 するための基 金 に属 する現

金 及 び有 価 証 券 の保 管 に関 すること。 

2 基 金 （定 額 の資 金 を運 用 するための基 金 を除 く。）に属 する現 金 及 び有 価 証 券 の

出 納 保 管 及 び運 用 に関 すること。 

3 公 金 管 理 に係 る総 合 的 な情 報 の収 集 、調 査 及 び分 析 に関 すること。 

4 一 時 借 入 金 その他 支 払 資 金 に関 すること。 

5 指 定 金 融 機 関 、指 定 代 理 金 融 機 関 及 び収 納 代 理 金 融 機 関 並 びに出 納 取 扱 金

融 機 関 及 び収 納 取 扱 金 融 機 関 に関 すること（他 の課 に属 するものを除 く。）。 

6 東 京 都 地 方 公 営 企 業 の設 置 等 に関 する条 例 (昭 和 41 年 東 京 都 条 例 第 147 号 )

第 1 条 第 1 項 第 8 号 から第 12 号 までに掲 げる事 業 （以 下 「準 公 営 企 業 」という。）

に係 る現 金 及 び有 価 証 券 の保 管 及 び運 用 に関 すること（他 の課 に属 するものを除

く。）。 

  7 官 民 連 携 インフラファンドその他 の資 金 の活 用 に関 すること。 

企画調査担当  

1  歳計現金、歳入歳出外現金及び基金に属する現金の管理方針に関する

こと。 

2  金融情勢、金融商品及び金融機関に係る調査、分析に関すること。 

3  歳計現金、歳入歳出外現金及び基金に属する現金の保管・運用に係る

分析に関すること。  

4  ペイオフ等に係る金融機関の調査、分析に関すること。 

5  公金の出納業務に係る制度のあり方に関すること。 

6  指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関並びに出納取

扱金融機関及び収納取扱金融機関に関すること（他の課に属するものを

除く。）。 

7  東京都公金管理アドバイザリー会議の運営に関すること。 

8 公金管理に関する基本方針の策定に関すること。 

9  その他課内他の担当に属しないこと。  
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運用管理担当  

1  歳計現金、歳入歳出外現金及び定額の資金を運用するための基金に属

する現金及び有価証券の保管に関すること。 

2  基金（定額の資金を運用するための基金を除く。）に属する現金及び有

価証券の出納保管及び運用に関すること。 

3  一時借入金その他支払資金に関すること。 

4  準公営企業に係る公金の保管及び運用に関すること。  

資金活用担当  

1  官民連携ファンドの適切な監視に関すること。 

2 その他資金の活用に関すること。  

 

会 計 企 画 課  

1 局 事 務 事 業 の企 画 及 び調 整 に関 すること。 

2 会 計 制 度 の企 画 、立 案 、調 査 及 び調 整 に関 すること。 

3 局 事 務 事 業 の管 理 改 善 及 び行 政 評 価 の実 施 に関 すること。 

4 局 事 務 事 業 の情 報 化 施 策 の企 画 、調 整 及 び推 進 に関 すること。 

5 会 計 事 務 及 び物 品 管 理 事 務 の指 導 統 括 に関 すること。 

6 会 計 事 務 及 び物 品 管 理 事 務 の検 査 に関 すること。 

7 指 定 金 融 機 関 、指 定 代 理 金 融 機 関 及 び収 納 代 理 金 融 機 関 並 びに出 納 取 扱 金

融 機 関 及 び収 納 取 扱 金 融 機 関 の検 査 に関 すること。 

8 歳 入 の徴 収 又 は収 納 の事 務 及 び支 出 の事 務 の受 託 者 の検 査 に関 すること。 

9 重 要 な物 品 の記 録 管 理 に関 すること。 

10 決 算 の調 製 に関 すること。 

11 決 算 の附 属 書 類 及 び参 考 資 料 等 の調 製 に関 すること。 

12 財 務 会 計 システムの管 理 及 び運 用 に関 すること。 

企画担当・会計制度担当・決算調整担当  

1  局事務事業の企画及び調整に関すること。 

2 会計制度の企画、立案、調査及び調整に関すること。 

3 局事務事業の管理改善及び行政評価の実施に関すること。 

4  局事務事業の情報化施策の企画、調整及び推進に関すること。  
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5 東京都会計事務規則及び東京都物品管理規則の立案に関すること。 

6  会計事務処理の改善に関すること。 

7  決算の調製に関すること。 

8  決算の附属書類及び参考資料等の調製に関すること。 

9  決算審査、決算認定その他決算報告に関すること。 

10 公有財産整理簿、債権整理簿及び基金整理簿に関すること。 

11 その他決算に関すること。 

12 その他課内他の担当に属しないこと。  

新公会計制度担当  

1  会計基準に関すること。 

2 東京都会計基準委員会の運営に関すること。 

3 複式簿記・発生主義会計の指導・検査に関すること。 

4 財務諸表の作成及び精度向上に関すること。 

5 財務会計システムに係る複式簿記・発生主義会計に関すること。  

6 新公会計制度の活用促進に関すること。 

指 導 担 当 

1  会計事務及び物品管理事務の指導統括に関すること。 

2 会計事務及び物品管理事務の研修に関すること。 

3 現金、有価証券、小切手帳及び物品の亡失損傷に関すること。 

4 備品・消耗品区分表、品名情報等の管理に関すること。 

5 重要物品の記録管理に関すること。 

6 物品の所属換えのあっせん等有効活用の促進に関すること。 

検 査 担 当 

1  指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関並びに出納取

扱金融機関及び収納取扱金融機関の検査に関すること。 

2 会計事務及び物品管理事務の自己検査に関すること。 

3 会計事務及び物品管理事務の直接検査に関すること。 

4 歳入の徴収又は収納の事務及び支出の事務の受託者の検査に関するこ

と。 
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5 その他検査に関すること。  

財務会計システム担当  

1  運用管理要綱等に関すること。 

2 仕様改善の総括に関すること。 

3  ドキュメント管理に関すること。 

4  財務会計システムに係る関連システムに関すること。 

5  マニュアル作成及び改定に関すること。 

6  財務会計システムによる会計事務の指導及び連絡調整に関すること

(複式処理に係る部分を除く。)。 

7  システムの運用調整に関すること。 

8  ネットワーク等管理に関すること。 

9 障害時対応に関すること。 

10 財務会計システムに係るコード管理に関すること。 

11  令和６年度システム更新対応に関すること。 

12  その他財務会計システムに関すること。 

 

出 納 課 

1 収 入 支 出 命 令 の審 査 に関 すること。 

2 都 公 金 の出 納 に関 すること（他 の課 に属 するものを除 く。）。 

3 送 付 現 金 及 び保 管 有 価 証 券 の出 納 保 管 に関 すること。 

4 国 の歳 入 徴 収 に関 すること。 

5 国 の支 出 負 担 行 為 の確 認 に関 すること。 

6 国 費 の支 払 に関 すること。 

7 国 の保 管 金 の出 納 に関 すること。 

8 国 の債 権 の管 理 に関 すること。 

9 国 庫 補 助 金 等 の受 入 れの促 進 に関 すること。 

10 準 公 営 企 業 に係 る公 金 の出 納 に関 すること（他 の課 に属 するものを除 く。）。 

11 その他 国 及 び準 公 営 企 業 の会 計 に関 すること。 

出 納 担 当 

1 小切手及び金銭出納関係専用公印の管理に関すること。 
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2  小切手支払の執行に関すること。 

3  支払案内書及び支払通知書の発行その他現金支払に関すること。 

4  払込支払通知書の発行その他払込による支払に関すること。 

5  送金支払通知書の発行その他送金払に関すること。 

6  口座振替支払通知書の発行その他口座振替の方法による支払に関する

こと。 

7  口座情報払登録申請書の処理に関すること。 

8  支払期日の管理及び設定に関すること。 

9  支出命令書の登録に関すること。 

10 支出命令書等入力帳票の仕分及び点検に関すること。 

11 収支証拠書類及び決定文書その他の関係書類の返付に関すること。 

12 給与取扱者の指定通知書に関すること。 

13 公共料金一括支払及びシステムに関すること。 

14 収入登録不能訂正並びに収入額更正の調査及び入力に関すること。 

15 オンライン収入登録の入力に関すること。 

16 収入事務に係る出力帳票の点検・保管に関すること。 

17 納入済通知書の送付書との照合及び送付に関すること。 

18 調定額通知書（歳出戻入）の登録の入力に関すること。 

19 出納事務に係る各局等への対応に関すること。 

20 特別企業出納員公印の管理に関すること。 

21 準公営企業に係る公金の支払に関すること。 

22 準公営企業に係る公金の収納確認に関すること。 

23 強制執行並びに債権譲渡に係る債務の確認及び支払停止に関すること。 

24 送付現金及び保管有価証券の出納保管に関すること。 

25  その他課内他の担当に属しないこと。 

国 費 担 当 

1 国費関係公印の管理に関すること。 

2 国の支出負担行為の確認に関すること。 

3 国費の支出決議に関すること。 

4 会計検査院の検査に係る連絡調整に関すること。 
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5  国の歳入徴収に関すること。 

6  国の債権管理に関すること。 

7  国費の支払に関すること。 

8  国費会計の計算証明及び決算に関すること。 

9 国庫補助金等の受入れの促進及び管理に関すること。  

審 査 担 当 

1 収入支出命令の審査に係る総括に関すること。 

2 収入支出命令の審査に係る連絡調整に関すること。 

3 政策企画局、戦略政策情報通信本部、都民安全推進本部、総務局、財

務局、主税局、生活文化局、オリンピック・パラリンピック準備局、都

市整備局、住宅政策本部、環境局、福祉保健局、病院経営本部、産業労

働局、中央卸売市場、建設局、港湾局、会計管理局、教育庁、選挙管理

委員会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、労働委員会事務局、収

用委員会事務局及び議会局並びに電子情報処理組織により処理する給与

等に係る次に掲げる事務  

(1) 収入支出命令の審査に関すること。 

(2) 前渡金及び概算払の精算に係る調査、確認及び登録に関すること。 

 

 

 (２)  警 察 ・消 防 出 納 部 の分 掌 事 務  

警 察 出 納 課  

1 警 視 庁 の歳 入 及 び歳 出 並 びに雑 部 金 に関 する収 入 及 び支 出 並 びに定 額 の資 金

を運 用 するための基 金 に関 する支 出 の命 令 の審 査 及 びその支 出 命 令 に基 づく支

払 に関 すること。 

2 警 視 庁 の現 金 及 び有 価 証 券 の出 納 保 管 に関 すること。 

3 前 2 号 に掲 げる事 務 に係 る記 録 管 理 に関 すること。 

4 部 内 他 の課 に属 しないこと。 

出 納 担 当 

1  支出命令に基づく支払に関すること。 
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2  現金及び有価証券の出納保管に関すること。 

3 前２号に掲げる事務に係る記録管理に関すること。 

4 その他部内他の課、課内他の担当に属しないこと。  

審 査 担 当 

1 収入支出命令の審査に関すること。 

2 収入支出命令の審査に係る連絡調整に関すること。  

 

消 防 出 納 課  

1 東 京 消 防 庁 の歳 入 及 び歳 出 並 びに雑 部 金 に関 する収 入 及 び支 出 並 びに定 額

の資 金 を運 用 するための基 金 に関 する支 出 の命 令 の審 査 及 びその支 出 命 令 に基

づく支 払 に関 すること。 

2 東 京 消 防 庁 の現 金 及 び有 価 証 券 の出 納 保 管 に関 すること。 

3 前 2 号 に掲 げる事 務 に係 る記 録 管 理 に関 すること。 

出 納 担 当 

1  支出命令に基づく支払に関すること。 

2 現金及び有価証券の出納保管に関すること。 

3 前２号に掲げる事務に係る記録管理に関すること。 

4 その他課内他の担当に属しないこと。  

審 査 担 当 

1 収入支出命令の審査に関すること。 

2 収入支出命令の審査に係る連絡調整に関すること。  
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２ 出納機関別所管局・所一覧 
（令和元年８月１日現在） 

 

(１) 管理部出納課 

局  名 特 別 出 納 員 設 置 課 及 び 所 名 

政策企画局 総務部総務課 

 1

戦略政策情報

推進本部 

戦略事業部総務課 

1

都民安全推進

本部 

総合推進部総務課 

 1

総 務 局 総務部企画計理課 

公文書館、大島支庁、三宅支庁、八丈支庁及び小笠原支庁 6

財 務 局 

 

経理部総務課 

 1

主 税 局 総務部経理課、都税総合事務センター 

千代田都税事務所、中央都税事務所、港都税事務所、新宿都税事務所、 

文京都税事務所、台東都税事務所、墨田都税事務所、江東都税事務所、 

品川都税事務所、目黒都税事務所、大田都税事務所、世田谷都税事務所、 

渋谷都税事務所、中野都税事務所、杉並都税事務所、豊島都税事務所、 

北都税事務所、荒川都税事務所、板橋都税事務所、練馬都税事務所、 

足立都税事務所、葛飾都税事務所、江戸川都税事務所、八王子都税事務所及び 

立川都税事務所 27

生活文化局 総務部企画計理課 

消費生活総合センター、計量検定所及び東京ウィメンズプラザ 4

オリンピック･ 

パラリンピック 

準 備 局 

総務部企画計理課 

1

都市整備局 総務部経理課 

多摩建築指導事務所、第一市街地整備事務所、第二市街地整備事務所及び 

多摩ニュータウン整備事務所 

5

住宅政策本部 住宅企画部企画経理課 

東部住宅建設事務所、西部住宅建設事務所 3

環 境 局 総務部経理課 

多摩環境事務所及び廃棄物埋立管理事務所 3

福祉保健局 総務部計理課 

西多摩福祉事務所、健康安全研究センター、 

児童相談センター、北児童相談所、品川児童相談所、立川児童相談所、 

杉並児童相談所、小平児童相談所、八王子児童相談所、足立児童相談所、 

多摩児童相談所、世田谷児童相談所、江東児童相談所、西多摩保健所、 

南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所、 

島しょ保健所、島しょ保健所大島出張所、島しょ保健所三宅出張所、 

島しょ保健所八丈出張所、島しょ保健所小笠原出張所、 

女性相談センター、北療育医療センター､北療育医療センター城南分園、 
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局  名 特 別 出 納 員 設 置 課 及 び 所 名 

（福祉保健局 

続き） 

北療育医療センター城北分園、多摩療育園、府中療育センター、市場衛生検査所、

芝浦食肉衛生検査所、動物愛護相談センター、誠明学園、萩山実務学校、 

心身障害者福祉センター、監察医務院、広尾看護専門学校、荏原看護専門学校、

府中看護専門学校､北多摩看護専門学校、青梅看護専門学校、南多摩看護専門学校、

板橋看護専門学校、中部総合精神保健福祉センター、 

多摩総合精神保健福祉センター及び精神保健福祉センター 47

病院経営本部 経営企画部財務課 

（なお、広尾病院、大塚病院、駒込病院、墨東病院、多摩総合医療センター、 

神経病院、小児総合医療センター及び松沢病院には、現在、特別出納員を設置 

していない。） 1

産業労働局 総務部企画計理課 

労働相談情報センター、労働相談情報センター大崎事務所、 

労働相談情報センター池袋事務所、労働相談情報センター亀戸事務所、 

労働相談情報センター国分寺事務所、労働相談情報センター八王子事務所、 

中央･城北職業能力開発センター、中央･城北職業能力開発センター高年齢者校、

城南職業能力開発センター大田校、中央･城北職業能力開発センター赤羽校、 

中央･城北職業能力開発センター板橋校、城東職業能力開発センター江戸川校、 

城南職業能力開発センター、城東職業能力開発センター台東分校、 

城東職業能力開発センター、多摩職業能力開発センター八王子校、 

多摩職業能力開発センター、多摩職業能力開発センター府中校、 

障害者職業能力開発校、皮革技術センター、皮革技術センター台東支所、 

島しょ農林水産総合センター、家畜保健衛生所、 

農業振興事務所及び森林事務所 26

中央卸売市場 管理部財務課 

食肉市場 

（なお、豊洲市場、大田市場、豊島市場、淀橋市場、足立市場、板橋市場、 

世田谷市場、北足立市場、多摩ニュータウン市場及び葛西市場には、現在、特

別出納員を設置していない。） 2

建 設 局 総務部企画計理課 

第一建設事務所、第二建設事務所、第三建設事務所、第四建設事務所、 

第五建設事務所、第六建設事務所、西多摩建設事務所、南多摩東部建設事務所、 

南多摩西部建設事務所、北多摩南部建設事務所、北多摩北部建設事務所、 

土木技術支援・人材育成センター、東部公園緑地事務所、西部公園緑地事務所 

及び江東治水事務所 16

港 湾 局 総務部企画計理課 

東京港管理事務所、東京港建設事務所及び調布飛行場管理事務所 4

会計管理局 

 

管理部総務課 

1
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局  名 特 別 出 納 員 設 置 課 及 び 所 名 

教 育 庁 

 

総務部教育政策課 

中央図書館、多摩教育事務所、教育庁大島出張所、教育庁三宅出張所、 

教育庁八丈出張所、教職員研修センター、教育相談センター、 

東部学校経営支援センター、中部学校経営支援センター、 

西部学校経営支援センター、白鴎高等学校附属中学校、 

両国高等学校附属中学校、富士高等学校附属中学校、大泉高等学校附属中学校、

武蔵高等学校附属中学校、小石川中等教育学校、桜修館中等教育学校、 

南多摩中等教育学校、立川国際中等教育学校、三鷹中等教育学校、 

一橋高等学校、日比谷高等学校、晴海総合高等学校、三田高等学校、 

芝商業高等学校、六本木高等学校、新宿高等学校、新宿山吹高等学校、 

戸山高等学校、総合芸術高等学校、竹早高等学校、向丘高等学校、 

工芸高等学校、浅草高等学校、上野高等学校、忍岡高等学校、白鴎高等学校、 

蔵前工業高等学校、墨田川高等学校、日本橋高等学校、本所高等学校、 

両国高等学校、橘高等学校、城東高等学校、東高等学校、深川高等学校、 

科学技術高等学校、墨田工業高等学校、江東商業高等学校、第三商業高等学校、

大江戸高等学校、大崎高等学校、小山台高等学校、八潮高等学校、駒場高等学校、

目黒高等学校、国際高等学校、大森高等学校、蒲田高等学校、 

田園調布高等学校、美原高等学校、雪谷高等学校、六郷工科高等学校、 

大田桜台高等学校、つばさ総合高等学校、桜町高等学校、千歳丘高等学校、 

深沢高等学校、松原高等学校、芦花高等学校、園芸高等学校、 

総合工科高等学校、世田谷泉高等学校、世田谷総合高等学校、青山高等学校、 

広尾高等学校、第一商業高等学校、鷺宮高等学校、富士高等学校、 

武蔵丘高等学校、中野工業高等学校、稔ヶ丘高等学校、荻窪高等学校、 

杉並高等学校、豊多摩高等学校、西高等学校、農芸高等学校、 

杉並工業高等学校、杉並総合高等学校、豊島高等学校、文京高等学校、 

千早高等学校、飛鳥高等学校、赤羽商業高等学校、王子総合高等学校、 

桐ヶ丘高等学校、竹台高等学校、荒川工業高等学校、板橋高等学校、 

板橋有徳高等学校、大山高等学校、北園高等学校、高島高等学校、 

北豊島工業高等学校、井草高等学校、大泉高等学校、大泉桜高等学校、 

石神井高等学校、田柄高等学校、練馬高等学校、光丘高等学校、 

練馬工業高等学校、第四商業高等学校、青井高等学校、足立高等学校、 

足立新田高等学校、足立西高等学校、足立東高等学校、江北高等学校、 

淵江高等学校、足立工業高等学校、荒川商業高等学校、葛飾野高等学校、 

南葛飾高等学校、農産高等学校、本所工業高等学校、葛飾商業高等学校、 

葛飾総合高等学校、江戸川高等学校、葛西南高等学校、小岩高等学校、 

小松川高等学校、篠崎高等学校、紅葉川高等学校、葛西工業高等学校、 

片倉高等学校、翔陽高等学校、八王子北高等学校、八王子拓真高等学校、 

八王子東高等学校、富士森高等学校、松が谷高等学校、八王子桑志高等学校、 

砂川高等学校、立川高等学校、武蔵高等学校、武蔵野北高等学校、 

多摩高等学校、青梅総合高等学校、府中高等学校、府中西高等学校、 

府中東高等学校、農業高等学校、府中工業高等学校、昭和高等学校、 

拝島高等学校、神代高等学校、調布北高等学校、調布南高等学校、 

小川高等学校、成瀬高等学校、野津田高等学校、町田高等学校、 

山崎高等学校、町田工業高等学校、町田総合高等学校、小金井北高等学校、 

小金井工業高等学校、多摩科学技術高等学校、小平高等学校、小平西高等学校、 
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局  名 特 別 出 納 員 設 置 課 及 び 所 名 

（教育庁続き） 

 

小平南高等学校、日野高等学校、日野台高等学校、南平高等学校、 

東村山高等学校、東村山西高等学校、国分寺高等学校、国立高等学校、 

第五商業高等学校、福生高等学校、多摩工業高等学校、狛江高等学校、 

東大和高等学校、東大和南高等学校、清瀬高等学校、久留米西高等学校、 

東久留米総合高等学校、上水高等学校、武蔵村山高等学校、永山高等学校、 

若葉総合高等学校、羽村高等学校、秋留台高等学校、五日市高等学校、 

田無高等学校、保谷高等学校、田無工業高等学校、瑞穂農芸高等学校、 

大島高等学校、大島海洋国際高等学校、新島高等学校、神津高等学校、 

三宅高等学校、八丈高等学校、小笠原高等学校、文京盲学校、八王子盲学校、 

葛飾盲学校、大塚ろう学校、立川ろう学校、葛飾ろう学校、中央ろう学校、 

光明学園、小平特別支援学校、北特別支援学校、城南特別支援学校、 

城北特別支援学校、村山特別支援学校、八王子東特別支援学校、 

大泉特別支援学校、墨東特別支援学校、青鳥特別支援学校、王子特別支援学校、 

八王子特別支援学校、しいの木特別支援学校、七生特別支援学校、 

高島特別支援学校、矢口特別支援学校、羽村特別支援学校、 

調布特別支援学校、小金井特別支援学校、 

水元特別支援学校、墨田特別支援学校、江東特別支援学校、中野特別支援学校、

足立特別支援学校、清瀬特別支援学校、葛飾特別支援学校、港特別支援学校、 

石神井特別支援学校、白鷺特別支援学校、板橋特別支援学校、田無特別支援学校、

南花畑特別支援学校、田園調布特別支援学校、南大沢学園、品川特別支援学校、

練馬特別支援学校、青山特別支援学校、久我山青光学園、 

町田の丘学園、多摩桜の丘学園、あきる野学園、永福学園、青峰学園、 

府中けやきの森学園、志村学園、鹿本学園、水元小合学園、武蔵台学園及び 

臨海青海特別支援学校 

263

選 挙 管 理 委 員 会 

事 務 局 

総務課 

1

人事委員会 

事 務 局 

任用公平部総務課 

1

監査事務局 

 

総務課 

1

労働委員会 

事 務 局 

総務課 

1

収用委員会 

事 務 局 

総務課 

1

議 会 局 

 

管理部経理課 

1

（25局 394所、計419局・所） 
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(２) 警察・消防出納部警察出納課 
局  名 所                  名 

警 視 庁 麹町警察署、丸の内警察署、神田警察署、万世橋警察署､中央警察署､久松警察署、 
築地警察署、月島警察署、愛宕警察署、三田警察署、高輪警察署、麻布警察署、 
赤坂警察署、東京湾岸警察署、品川警察署、大井警察署､大崎警察署､荏原警察署、 
大森警察署、田園調布警察署、蒲田警察署、池上警察署、東京空港警察署、 
世田谷警察署、北沢警察署、玉川警察署、成城警察署､目黒警察署､碑文谷警察署、 
渋谷警察署、原宿警察署、代々木警察署、牛込警察署、新宿警察署、戸塚警察署、 
四谷警察署、中野警察署、野方警察署、杉並警察署、高井戸警察署、荻窪警察署、 
富坂警察署、大塚警察署、本富士警察署、駒込警察署、巣鴨警察署、池袋警察署、 
目白警察署、滝野川警察署、王子警察署、赤羽警察署、板橋警察署、志村警察署、 
練馬警察署、石神井警察署、高島平警察署、光が丘警察署、上野警察署、 
下谷警察署、浅草警察署、蔵前警察署、尾久警察署、南千住警察署、荒川警察署、 
千住警察署、西新井警察署、綾瀬警察署、竹の塚警察署､深川警察署､城東警察署、 
本所警察署、向島警察署、亀有警察署、葛飾警察署、小松川警察署、小岩警察署、 
葛西警察署、南大沢警察署、高尾警察署、多摩中央警察署、東大和警察署、 
青梅警察署、五日市警察署、福生警察署、八王子警察署、町田警察署､ 
日野警察署、昭島警察署、立川警察署、府中警察署、小金井警察署、田無警察署、

東村山警察署、武蔵野警察署、三鷹警察署、調布警察署、小平警察署、 
大島警察署、新島警察署、三宅島警察署、八丈島警察署及び小笠原警察署 102

※ 警視庁には、特別出納員を設置していない。 （1局102所） 

 
(３) 警察・消防出納部消防出納課 

局  名 所                  名 
東京消防庁 丸の内消防署、麹町消防署、神田消防署、京橋消防署､日本橋消防署､臨港消防署、 

芝消防署、麻布消防署、赤坂消防署、高輪消防署、品川消防署、大井消防署、 
荏原消防署、大森消防署、田園調布消防署、蒲田消防署､矢口消防署､目黒消防署、 
世田谷消防署、玉川消防署、成城消防署、渋谷消防署、四谷消防署、牛込消防署、 
新宿消防署、中野消防署、野方消防署、杉並消防署、荻窪消防署、小石川消防署、 
本郷消防署、豊島消防署、池袋消防署、王子消防署、赤羽消防署、滝野川消防署、 
板橋消防署、志村消防署、練馬消防署、光が丘消防署､石神井消防署､上野消防署、 
浅草消防署、日本堤消防署、荒川消防署、尾久消防署、千住消防署、足立消防署、 
西新井消防署、本所消防署、向島消防署、深川消防署、城東消防署、本田消防署、 
金町消防署、江戸川消防署、葛西消防署、小岩消防署、立川消防署、昭島消防署、 
国分寺消防署、小金井消防署、小平消防署、武蔵野消防署、西東京消防署、 
三鷹消防署、調布消防署、府中消防署、東村山消防署、狛江消防署、 
東久留米消防署、北多摩西部消防署、清瀬消防署、八王子消防署、日野消防署、 
町田消防署、青梅消防署、福生消防署、秋川消防署、奥多摩消防署、多摩消防署、 
装備工場、第一消防方面本部、第二消防方面本部、第三消防方面本部、 
第四消防方面本部、第五消防方面本部、第六消防方面本部、第七消防方面本部、

第八消防方面本部、第九消防方面本部及び第十消防方面本部 92

※ 東京消防庁には、特別出納員を設置していない。 （1局92所） 
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３ 所管条例・規則の概要及び改正等の状況 

（令和元年８月１日現在） 

東京都用品調達基金条例（平成６年条例第18号）                  管理部総務課所管 

＜概要＞地方自治法（昭和22年法律第67号）第241条第１項の規定に基づき、東京都用品調達基 

金の設置に関し、別に定めるものを除き、必要な事項を定めている。 

東京都用品調達基金条例施行規則（平成６年規則第40号）          管理部総務課所管 

＜概要＞東京都用品調達基金条例（平成６年条例第18号）の施行について必要な事項を定めている。 

会計管理者の事務代理の順序に関する規則（平成18年規則第104号）    管理部総務課所管 

＜概要＞地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 170 条第３項の規定に基づく会計管理者の事務の代理

に関し、必要な事項を定めている。 

東京都基金管理条例（昭和39年条例第99号）                 管理部公金管理課所管 

＜概要＞地方自治法（昭和22年法律第67号）第241条第８項の規定に基づき、東京都の基金に属 

する現金及び有価証券の管理に関し、別に定めるものを除き、必要な事項を定めている。 

東京都特別企業出納員事務取扱規則（昭和39年規則第87号）      管理部公金管理課所管 

＜概要＞地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第２項若しくは第３項又は地方公営企業 

法の一部を改正する法律（昭和41年法律第120号）附則第３条第２項の規定により、地方公営企業法

の財務規定等が適用される、東京都地方公営企業の設置等に関する条例（昭和41年条例第147号）第

１条第１項第８号から第12号までに掲げる準公営企業の業務に係る公金の出納その他の会計に関し、

特別企業出納員の設置及びその事務の取扱について必要な事項を定めている。 

東京都会計事務規則（昭和39年規則第88号）                     管理部会計企画課所管 

＜概要＞都の会計事務に関し、別に定めるものを除き、必要な事項を定めている。 

＜改正内容＞ 
 平成30年 11月５日改正（平成30年 11月５日付 平成30年規則第142号） 

  現金受払表の規則様式について、次のように改正を行った。 

  別記第102号様式中「平成  年」を「    年」に改めた。 

 平成31年４月１日改正（平成31年３月29日付 平成30年規則第56号） 

（1）組織改正に伴う局名等に係る規定を整備した。 

（2）歳入調定額等の財務会計システムへの登録時期について、月単位でまとめて登録ができるよう規

則第23条の規定を整備した。 

（3）概算旅費を口座振替支給できるよう、規則第81条の２及び83条の２の規定を整備した。 

東京都物品管理規則（昭和39年規則第90号）                     管理部会計企画課所管 

＜概要＞都の物品管理事務に関し、別に定めるものを除き、必要な事項を定めている。 

＜改正内容＞ 

 平成31年４月１日改正（平成31年３月29日付 平成30年規則第101号） 

 （1）局の課に分任の物品管理者を設置できるよう、規則第10条第２項における規定を整備した。 

 （2）物品を他の物品管理者に供用させることができる期間を、現行の最大３か月から６か月とするよ

う規定を整備するとともに、年度末に物品を原所属の物品管理者に返却させることを明確化した。

 （3）出納員等の引継年月日等の記入を帳簿の最終項以外にもできるよう、規則第 58 条第２項におけ

る最終項に記入する旨の規定を削除した。 
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４ 会計管理局の沿革 
                            （令和元年８月１日現在） 

年 月 日 事         項 

昭和 

22. 5. 3 

22. 7.12 

 

〃 

23. 7. 1 

 

25. 7.15 

 

 

25. 8. 5 

 

27. 9.30 

27.11. 1 

 

29.11. 1 

 

31.12.16 

32. 4.15 

34. 5. 1 

35. 6. 1 

38.12. 1 

39. 1. 1 

39. 4. 1 

〃 

〃 

39. 8. 1 

 

40. 4. 1 

 

 

42.12. 1 

 

地方自治法の施行により、都道府県に出納長を設置する。 

長官官房会計課を廃止し、出納長室を設置する。 

（出納長室勤務の副出納長の下に庶務、審査、出納及び国費の４係を置く。） 

警視庁、交通局及び水道局にそれぞれ副出納長室を設置する。 

東京消防庁（旧消防部）が警視庁から分離されたことに伴い、警視庁担任副出納長を

警視庁及び東京消防庁担任副出納長に改める。 

三多摩に西多摩出納事務所、南多摩出納事務所及び北多摩出納事務所を、大島に大島

出納事務所をそれぞれ設置し、当該地域内に属する本庁行政機関、地方行政機関、学

校等の収支命令の審査及び執行の事務を処理することとなる。 

23 特別区にそれぞれ税務事務所が設置されたことに伴い、これに対応して出納員室を

設置し、税務事務所の収支命令の審査及び執行の事務を処理することとなる。 

地方公営企業法の施行に伴い、交通局及び水道局の副出納長室を廃止する。 

庶務係及び審査係を庶務課及び審査課に改称するとともに、出納係及び国費係を廃止

し、出納課及び決算課を設置する。 

福祉事務所、清掃事務（事業）所、学校等の収支命令の審査及び執行の事務を出納員

室に移管する。 

物品課を設置する。 

財務局用品課の事務を物品課に引き継ぐ。 

副出納長室に消防庁担当次長を設置する。 

副出納長室に警視庁担当次長を設置する。 

用品課を設置する。 

北多摩北部出納事務所を設置する。 

出納課を廃止し、出納第一課及び出納第二課を設置する。 

副出納長室の次長制を廃止し、警察出納課及び消防出納課を設置する。 

出納員室を出納事務所に改称する。 

北多摩出納事務所を廃止し、北多摩南部出納事務所及び北多摩西部出納事務所を設置

する。 

特別区に対する事務事業の移管により、福祉事務所が特別区に移管される。これに伴

い､特別区の区域内に存する保健所の収支命令の審査及び執行の事務を出納事務所に

移管する。 

研修担当副主幹を設置する。 
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年 月 日 事         項 

43. 7.15 

44. 4. 1 

45. 4. 1 

45.11. 1 

46. 4. 1 

46.11. 1 

47. 7.25 

48. 4. 1 

〃 

〃 

49. 7. 1 

〃 

50. 4. 1 

52. 4. 1 

 

 

 

53. 6. 1 

54. 4. 1 

54.10. 1 

 

55. 3. 1 

56. 4. 1 

57. 4. 1 

59. 4. 1 

59.12. 1 

60. 4. 1 

〃 

61.12. 1 

 

〃 

62. 4. 1 

 

 

 

小笠原担当副主幹を設置する。 

会計事務機械化担当副主幹を設置する。 

小笠原担当副主幹を廃止し、審査事務調整担当副主幹を設置する。 

南多摩出納事務所多摩町分室を設置する。 

八丈出納事務所を設置する。 

南多摩出納事務所多摩町分室を南多摩出納事務所多摩市分室に改称する。 

物品課を廃止し、事務管理課を設置する。 

審査課を廃止し、審査第一課及び審査第二課を設置する。 

審査事務調整担当副主幹を廃止する。 

三宅出納事務所を設置する。 

局務担当主幹を設置する。 

研修担当副主幹及び会計事務機械化担当副主幹を局務担当副主幹に改める。 

特別区の区域内に存する保健所が特別区に移管される。 

西多摩出納事務所、南多摩出納事務所、南多摩出納事務所多摩市分室、北多摩西部出

納事務所、北多摩南部出納事務所及び北多摩北部出納事務所の名称を、それぞれ青梅

出納事務所、八王子出納事務所、八王子出納事務所多摩市分室、立川出納事務所、府

中出納事務所、小平出納事務所に改称する。 

小笠原村の会計事務のうち、収支命令の審査の事務を小笠原村に移管する。 

局務担当（会計事務機械化）副主幹を廃止する。 

特別区の区域内に存する勤労福祉会館及び内職公共職業補導所が特別区に移管され

る｡ 

特別区の区域内に存する児童学園、授産場及び福祉作業所が特別区に移管される。 

と畜場事業が準公営企業会計から出納長所属の特別会計に移行される。 

羽田沖埋立事業が一般会計から準公営企業会計に移行される。 

金銭会計事務（本庁所管分）を機械化する。 

事務管理課及び決算課を廃止し、会計管理課を設置する。 

八王子出納事務所多摩市分室を廃止し、町田出納事務所を設置する。 

金銭会計事務（副出納長室及び出納事務所所管分）を機械化する。 

特別区の区域内に存する 23 出納事務所を中央出納事務所、港出納事務所、新宿出納事

務所、台東出納事務所及び豊島出納事務所の５所に統合する。 

小笠原出納事務所開設準備担当副主幹を設置する。 

小笠原出納事務所開設準備担当副主幹を廃止し、小笠原出納事務所を設置する｡ 
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年 月 日 事         項 

平成     

元. 4. 1 

 2. 8. 1 

 

 3. 4. 1 

  

3. 7. 1 

4. 1.29 

 4. 4. 1 

 4. 7. 1 

 4.10. 1 

 5. 2.17 

 5. 3.31 

 5. 4. 1 

〃 

 

 5.12. 1 

 6. 4. 1 

〃 

 7. 2. 1 

 

 

 7. 4. 1 

 8. 3.21 

10. 4. 1 

 

11. 2. 8 

12. 8. 1 

 

12.12. 1 

 

13. 3.19 

 

13.10.11 

14. 3.20 

 

臨海副都心開発事業が準公営企業会計に新設される。                            

庶務課を総務課に、局務担当主幹及び局務担当副主幹をそれぞれ参事（特命担当）及

び副参事（研修、特命担当）に改称する。                                  

審査第一課及び審査第二課を廃止し、審査課を設置するとともに、出納第一課を出納

課に、出納第二課を国費企業課にそれぞれ改称する。                    

東京都財務会計システムの予算計数情報システムが稼働する。                    

総務局行政監察室から「用品制度」の特別考査が発表される。 

東京都財務会計システムの執行系システムが稼働する｡ 

参事（特命担当）を廃止し、参事（物品調達制度改善担当）を設置する。 

東京都財務会計システムの物品管理システムが稼働する。 

「用品制度改善実施計画」を策定する。 

参事（物品調達制度改善担当）を廃止する｡ 

東京都財務会計システムが当室の所管となる。 

会計管理課を会計管理室に改称し、企画指導担当課長及び財務会計システム担当課長

を設置する。 

新宿出納事務所を廃止する。                                                

副参事（研修、特命担当）を廃止し、副参事（出納管理担当）を設置する。 

用品調達基金による用品調達制度を設置し､基金による新用品制度を開始する。 

東京貯金事務センターを、地方自治法施行令第 168 条第５項及び第８項で定める収納

代理郵便官署として指定し、都営住宅使用料及び共益費についてのみ、自動払込によ

る収納を実施する。 

収納代理金融機関の法人指定を実施する。 

自動払込による収納対象に、個人事業税・固定資産税及び都市計画税を追加する｡ 

公営企業会計である多摩ニュータウン水道事業が水道局所管の水道事業会計に統合さ

れる。  

港出納事務所を廃止し、品川出納事務所を設置する。 

会計管理室を廃止し、会計企画課を設置する。国費企業課を廃止し、その業務を出納

課に統合する。副参事（財務会計システム担当）を設置する。 

大島出納事務所､三宅出納事務所､八丈出納事務所及び小笠原出納事務所を廃止する｡

中央出納事務所及び台東出納事務所を廃止し、千代田出納事務所を設置する。 

島しょ地域分の審査事務について、書類を電子情報として電送し本庁で審査する方法

を審査課で開始する。 

「会計制度・機構改革の基本方針」を策定する。 

公金管理委員会を設置する。 
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年 月 日 事         項 

14. 3.28 

14. 4. 1 

〃 

 

〃 

〃 

14. 8.16 

14.11. 1 

14.12. 1 

15. 4. 1 

 

 

〃 

 

15. 6. 1 

15. 6.16 

16. 1.26 

 

16. 4. 1 

16. 8. 1 

〃 

 

17. 8.26 

18. 3. 1 

18. 4. 1 

 

〃 

18. 6. 7 

 

19. 4. 1 

〃 

〃 

19. 9.14 

19.10. 1 

20. 4. 1 

22. 4. 1 

〃 

「東京都資金管理方針」を策定する。 

都議会の議決を経て、東京都指定金融機関として株式会社みずほ銀行を指定する。 

参事（会計制度担当）、副参事（調整担当）、副参事（調査担当）、副参事（会計指導担

当）を設置する。 

審査課を廃止し出納課に、用品課を廃止し総務課に、それぞれその業務を統合する。

公金管理課を設置する。 

｢東京都におけるポートフォリオ」及び「平成 14 年度資金管理計画」を策定する。 

用品倉庫を廃止し、全ての用品を直接納入（直払）に変更する。 

出納事務所を廃止し、各局・所への審査一部委任を開始する。 

日本郵政公社法の施行に伴う地方自治法施行令の改正により、収納代理郵便官署の制

度が廃止されたため、日本郵政公社東京貯金事務センターを改めて収納代理金融機関

として指定する。 

副参事（調整担当）、副参事（会計指導担当）を廃止し、検査指導担当課長、副参事（資

金運用担当）、副参事（会計制度改革担当）を設置する。 

理事（銀行設立準備担当）を設置する。 

銀行設立準備担当部長、銀行設立準備担当課長を設置する。 

東京都財務会計システムにより処理する公金収納事務について、マルチペイメントネ

ットワークを導入する。 

株式会社新銀行東京が設立される。 

新銀行設立本部が設置される。 

理事（銀行設立準備担当）、銀行設立準備担当部長及び銀行設立準備担当課長を廃止す

る。 

「東京都会計基準」を策定する。 

新財務会計システムが稼働する。 

官庁会計（単式簿記・現金主義会計）に複式簿記・発生主義会計の考え方を取り入れ

た新公会計制度を導入する。 

参事（会計制度担当）を廃止する。 

出納長を廃止し、普通地方公共団体に会計管理者を置くこと等を内容とする改正地方

自治法が公布される。 

改正地方自治法の施行により、出納長を廃止し、会計管理者を設置する。 

出納長室を廃止し、会計管理局を設置する。 

会計管理局の下に管理部、警察・消防出納部を設置する。 

新公会計制度による初の財務諸表（平成 18 年度決算）を公表する。 

株式会社ゆうちょ銀行を収納代理金融機関として指定する。 

新公会計制度担当課長を設置する。 

副参事（調査担当）を廃止する。 

東京都収入証紙を廃止する。 
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年 月 日 事         項 

22．7.16 

 

26．7.16 

〃 

26．9.30 

26.10．1 

27．3.26 

28. 4. 1 

28.11.14 

 

  29. 9. 1 

管理職制度の改正により、副参事（資金運用担当）、副参事（財務会計システム担当）

を廃止し、資金運用担当課長、財務会計システム担当課長を設置する。 

資金活用担当課長を設置する。 

投資評価委員会が環境局より移管される。 

公金管理委員会及び投資評価委員会を廃止する。 

資金管理・活用アドバイザリーボードを設置する。 

「東京都資金管理方針」を一部見直し、「東京都公金管理ポリシー」を策定する。 

監督職制度の見直しに合わせ、係制を廃止する。 

資金管理・活用アドバイザリーボードを廃止し、公金管理アドバイザリー会議を設置

する。 

公金支出情報を公開する。 
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(単位：千円）

款 項 目 節 令和元年度 平成30年度

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

10 10 0 0 0.0

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

580,211 620,372 △ 40,161 △ 6.5 77.8

2,000 3,000 △ 1,000 △ 33.3 0.3
3,000 4,000 △ 1,000 △ 25.0 0.4
1,000 1,000 0 0 0.1

200,000 179,000 21,000 11.7 26.8
88,000 131,000 △ 43,000 △ 32.8 11.8
93,000 102,000 △ 9,000 △ 8.8 12.5
8,000 9,000 △ 1,000 △ 11.1 1.1

58,000 65,000 △ 7,000 △ 10.8 7.8
1,000 1,000 0 0 0.1
2,000 3,000 △ 1,000 △ 33.3 0.3
4,000 4,000 0 0 0.5

17,000 - 17,000 皆増 2.3
1,000 1,000 0 0 0.1
1,000 1,000 0 0 0.1
6,000 7,000 △ 1,000 △ 14.3 0.8
1,000 1,000 0 0 0.1
2,000 2,000 0 0 0.3
3,000 4,000 △ 1,000 △ 25.0 0.4
2,000 2,000 0 0 0.3
1,000 1,000 0 0 0.1
7,000 7,000 0 0 0.9

47,000 52,000 △ 5,000 △ 9.6 6.3
1,000 1,000 0 0 0.1
3,000 4,000 △ 1,000 △ 25.0 0.4
9,000 11,000 △ 2,000 △ 18.2 1.2

18,000 22,000 △ 4,000 △ 18.2 2.4
1,211 1,372 △ 161 △ 11.7 0.2

- 1,000 △ 1,000 皆減 0

166,002 287,816 △ 121,814 △ 42.3 22.2

46,000 40,000 6,000 15.0 6.2

46,000 40,000 6,000 15.0 6.2

46,000 40,000 6,000 15.0 6.2

120,002 247,816 △ 127,814 △ 51.6 16.1

120,002 247,816 △ 127,814 △ 51.6 16.1

120,002 247,816 △ 127,814 △ 51.6 16.1

746,223 908,198 △ 161,975 △ 17.8 100

款 項 令和元年度 平成30年度

3,409,000 3,764,000 △ 355,000 △ 9.4 99.2

3,409,000 3,764,000 △ 355,000 △ 9.4 99.2

2,336,000 2,651,000 △ 315,000 △ 11.9 67.9

494,000 494,000 0 0 14.4

579,000 619,000 △ 40,000 △ 6.5 16.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

29,000 33,000 △ 4,000 △ 12.1 0.8

3,438,000 3,797,000 △ 359,000 △ 9.5 100

注１　平成30年度は当初予算を記載している。

注２　増減率及び構成比中、0は0を表し、0.0は0ではないが四捨五入の結果、0になったものを表す。

注３　構成比については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計などと一致しない場合がある。

情 報 公 開

財 産 収 入

金　　　　　額

都 預 金 利 子

公 債 費

雑 入

水素社会・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰ都市づくり推進基金

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金

福 祉 ・ 健 康 安 心 基 金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金

安 心 こ ど も 基 金

医 療 施 設 耐 震 化 臨 時 特 例 基 金

農 業 構 造 改 革 支 援 基 金

お も て な し ・ 観 光 基 金

東京都尖閣諸島寄附金による尖閣諸島活用基金

財 政 調 整 基 金

構成比
（％）

増減率
（％）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
出

比較増(△)減

一 時 借 入 金 等 利 子

会 計 管 理 費

管 理 費

合　　　　　　　　　計

目

公 債 費

公 金 取 扱 費

積 立 金

総 務 費

第１表　　令和元年度一般会計予算

５　その他の資料等

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

構成比
（％）

比較増(△)減

雑 入

増減率
（％）

科                     目 金　　　　　額

利 子 及 配 当 金

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金

人 に 優 し く 快 適 な 街 づ く り 基 金

芸 術 文 化 振 興 基 金

消 費 者 行 政 活 性 化 基 金

社 会 資 本 等 整 備 基 金

合　　　　　　　　　計

科                     目

諸 収 入

都 預 金 利 子

公 害 健 康 被 害 予 防 基 金

用 品 調 達 基 金

国 民 健 康 保 険 広 域 化 等 支 援 基 金

都 預 金 利 子

使 用 料 及 手 数 料

手 数 料

雑 入

財 産 運 用 収 入

鉄 道 新 線 建 設 等 準 備 基 金

福 祉 先 進 都 市 実 現 基 金

防 災 街 づ く り 基 金

花 と 緑 の 東 京 募 金 基 金

諸 手 数 料

障 害 者 ス ポ ー ツ 振 興 基 金

東 京 ｵ ﾘ ﾝ ﾋ ﾟ ｯ ｸ ･ ﾊ ﾟ ﾗ ﾘ ﾝ ﾋ ﾟ ｯ ｸ 開 催 準 備 基 金

都 市 外 交 人 材 育 成 基 金

災 害 救 助 基 金

イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 基 金

無 電 柱 化 推 進 基 金
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第２表　　平成30年度一般会計決算（見込み） （単位：千円）

款 項 目 節

10 1 △ 9 7.7

10 1 △ 9 7.7

10 1 △ 9 7.7

10 1 △ 9 7.7

620,372 2,331,092 1,710,720 375.8

620,372 276,290 △ 344,082 44.5

620,372 276,290 △ 344,082 44.5
3,000 411 △ 2,589 13.7
4,000 1,389 △ 2,611 34.7
1,000 141 △ 859 14.1

179,000 160,454 △ 18,546 89.6
131,000 13,507 △ 117,493 10.3
102,000 35,872 △ 66,128 35.2

9,000 1,859 △ 7,141 20.7
65,000 18,606 △ 46,394 28.6
1,000 28 △ 972 2.8
3,000 114 △ 2,886 3.8
4,000 202 △ 3,798 5.0
1,000 6 △ 994 0.6
1,000 150 △ 850 15.0
7,000 3,851 △ 3,149 55.0
1,000 296 △ 704 29.6
1,000 292 △ 708 29.2
2,000 452 △ 1,548 22.6
4,000 1,771 △ 2,229 44.3
2,000 74 △ 1,926 3.7
1,000 20 △ 980 2.0
7,000 1,114 △ 5,886 15.9

52,000 22,025 △ 29,975 42.4
1,000 1 △ 999 0.1
4,000 314 △ 3,686 7.9

11,000 3,453 △ 7,547 31.4
22,000 3,271 △ 18,729 14.9
1,372 1,352 △ 20 98.5

- 5,265 5,265 -
- 2,054,802 2,054,802 -

- 2,054,802 2,054,802 -

- 2,054,802 2,054,802 -

287,816 577,341 289,525 200.6

40,000 114,332 74,332 285.8

40,000 114,332 74,332 285.8

40,000 114,332 74,332 285.8

247,816 463,008 215,192 186.8

- 1 1 -

- 1 1 -

- 1 1 -

- 1 1 -

247,816 463,007 215,191 186.8

247,816 463,007 215,191 186.8

908,198 2,908,433 2,000,235 320.2

款 項

3,539,000 2,818,512 720,488 79.6

3,539,000 2,818,512 720,488 79.6

2,426,000 2,151,554 274,446 88.7

494,000 392,020 101,980 79.4

619,000 274,938 344,062 44.4

33,000 27 32,973 0.1

33,000 27 32,973 0.1

33,000 27 32,973 0.1

3,572,000 2,818,539 753,461 78.9
注１　計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計などと一致しない場合がある。
注２　収入率及び執行率は円単位で計算したもので、0は0を表し、0.0は0ではないが四捨五入の結果、0になったものを表す。　

無 電 柱 化 推 進 基 金

災 害 救 助 基 金
東京都尖閣諸島寄附金による尖閣諸島活用基金

東 京 ｵ ﾘ ﾝ ﾋ ﾟ ｯ ｸ ･ ﾊ ﾟ ﾗ ﾘ ﾝ ﾋ ﾟ ｯ ｸ 開 催 準 備 基 金

防 災 街 づ く り 基 金

医 療 施 設 耐 震 化 臨 時 特 例 基 金

水素社会・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰ都市づくり推進基金

国 民 健 康 保 険 広 域 化 等 支 援 基 金
福 祉 ・ 健 康 安 心 基 金

農 業 構 造 改 革 支 援 基 金

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金

財 政 調 整 基 金

イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 基 金

人 に 優 し く 快 適 な 街 づ く り 基 金

社 会 資 本 等 整 備 基 金

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金

芸 術 文 化 振 興 基 金

公 害 健 康 被 害 予 防 基 金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金
安 心 こ ど も 基 金

比較増(△)減

利 子 及 配 当 金

障 害 者 ス ポ ー ツ 振 興 基 金
花 と 緑 の 東 京 募 金 基 金

都 市 外 交 人 材 育 成 基 金

消 費 者 行 政 活 性 化 基 金

不用額

使 用 料 及 手 数 料

手 数 料

諸 手 数 料

鉄 道 新 線 建 設 等 準 備 基 金

予算現額 支出済額

雑 入

福 祉 先 進 都 市 実 現 基 金

お も て な し ・ 観 光 基 金

合　　　　　　　　　計

収入率
（％）

科                     目

執行率
（％）

財 産 収 入

情 報 公 開

財 産 運 用 収 入

予算現額

用 品 調 達 基 金

収入済額

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
出

雑 入

雑 入

会 計 管 理 費

目

合　　　　　　　　　計

科                     目

諸 収 入

総 務 費

都 預 金 利 子

都 預 金 利 子

納 付 金

積 立 金

一 時 借 入 金 等 利 子

管 理 費

公 債 費

都 預 金 利 子

財 産 売 払 収 入

債 権 等 売 払 収 入

出 資 金 返 還 収 入

公 債 費

公 金 取 扱 費

雇 用 保 険 料 納 付 金

契 約 違 反 金

契 約 違 反 金

- 82－- 82 -



第３表　　平成30年度財務諸表（見込み）

１　貸借対照表 （単位：円）

資産の部

流動資産 0 0 0

固定資産 3,519,048,845 5,635,840,116 △ 2,116,791,271

行政財産 0 0 0

普通財産 348,600 348,600 0

重要物品 1 128,750 △ 128,749

インフラ資産 0 0 0

ソフトウェア 0 0 0

リース資産 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0

ソフトウェア仮勘定 347,288,438 42,555,240 304,733,198

投資その他の資産 3,171,411,806 5,592,807,526 △ 2,421,395,720

資産の部合計 3,519,048,845 5,635,840,116 △ 2,116,791,271

負債の部

流動負債 86,236,853 84,246,667 1,990,186

固定負債 844,916,000 849,685,000 △ 4,769,000

負債の部合計 931,152,853 933,931,667 △ 2,778,814

正味財産の部合計 2,587,895,992 4,701,908,449 △ 2,114,012,457

２　行政コスト計算書

増減額

84,090,012 993,662,604 △ 909,572,592

2,286,638,544 2,338,496,218 △ 51,857,674

△ 2,202,548,532 △ 1,344,833,614 △ 857,714,918

1,351,997 1,361,196 △ 9,199

27,397 27,397 0

1,324,600 1,333,799 △ 9,199

0 0 0

128,749 0 128,749

△ 128,749 0 △ 128,749

△ 2,201,352,681 △ 1,343,499,815 △ 857,852,866

0 0 0

1,751,831,195 827,781,788 924,049,407

△ 449,521,486 △ 515,718,027 66,196,541

３　キャッシュ・フロー計算書

増減額

474,711,810 1,357,352,636 △ 882,640,826

2,226,543,005 2,185,134,424 41,408,581

△ 1,751,831,195 △ 827,781,788 △ 924,049,407

2,433,721,245 1,367,689,916 1,066,031,329

591,996,296 372,194,159 219,802,137

1,841,724,949 995,495,757 846,229,192

0 0 0

0 0 0

0 0 0

89,893,754 167,713,969 △ 77,820,215

0 0 0

△ 89,893,754 △ 167,713,969 77,820,215

0 0 0

0 0 0

収支差額合計

一般財源共通調整

一般財源充当調整

前年度からの繰越金

形式収支

財務活動収支差額

再計

平成30年度
自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

平成29年度
自　平成29年4月 1日
至　平成30年3月31日

行政サービス活動収入

行政サービス活動支出

行政サービス活動収支差額

社会資本整備等投資活動収入

社会資本整備等投資活動支出

社会資本整備等投資活動収支差額

財務活動収入

財務活動支出

一般財源充当調整

行政収入

行政費用

行政収支差額

金融収入

金融費用

金融収支差額

特別収入

特別費用

特別収支差額

当期収支差額　

一般財源共通調整

平成30年度
（平成31年3月31日現在）

平成29年度
（平成30年3月31日現在）

増減額

平成30年度
自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

平成29年度
自　平成29年4月 1日
至　平成30年3月31日
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前年度末現在高 年度内増減高 年度末現在高

点 点 点

2,360 111 2,471

4,358 40 4,398

4,560 △ 74 4,486

4,728 183 4,911

4,223 △ 101 4,122

113 2 115

2,273 8 2,281

254 15 269

2,474 △ 26 2,448

3,264 72 3,336

385 18 403

6,132 35 6,167

25 2 27

246 △ 3 243

130 △ 4 126

1 0 1

合 計
35,526 278 35,804

爬 虫 綱

区　　分

船舶車両及び関連器具類

雑 品 類

哺 乳 綱

鳥 綱

警 察 消 防 機 器 類

工 作 物 類

土 木 建 築 機 器 類

医 療 機 器 類

農 林 水 産 機 器 類

教 育 保 育 機 器 類

図書標本・美術工芸品類

維持管理・生活文化用品

一 般 機 器 類

第４表　平成30年度末重要物品集計一覧表

工 業 機 器 類

理 化 学 機 器 類

- 84 -
- 84 -



第５表　平成30年度公金管理実績

残　　　　高　　　　推　　　　　移

構成比 増減額 増減率

億円 ％ 億円 億円 億円 ％

14,392 100.0 14,057 10,644 △ 3,414 △ 24.3 運用収入計

定 期 性 預 金 12,510 86.9 10,602 6,849 △ 3,753 △ 35.4 1億1,701万円

普 通 預 金 1,593 11.1 3,152 3,452 300 9.5
当 座 預 金 289 2.0 304 343 39 12.9 利回り

－ － － － － － 0.008%

14,392 100.0 14,057 10,644 △ 3,414 △ 24.3
31,724 77.4 29,625 30,957 1,332 4.5 運用収入計

定 期 性 預 金 29,653 72.4 29,257 30,192 935 3.2 22億1,204万円

普 通 預 金 2,071 5.1 368 765 398 108.1
8,998 22.0 8,177 9,290 1,112 13.6 利回り

250 0.6 250 250 0 0.0
4 0.0 1 1 0 0.0 0.054%

40,977 100.0 38,053 40,498 2,445 6.4
5,130 100.0 4,805 10,425 5,620 117.0 運用収入計

定 期 性 預 金 3,923 76.5 2,930 3,845 915 31.2 3,904万円

普 通 預 金 1,207 23.5 1,875 6,580 4,705 251.0
－ － － － － － 利回り

－ － － － － － 0.008%

5,130 100.0 4,805 10,425 5,620 117.0
51,246 84.7 48,487 52,026 3,539 7.3 運用収入計

定 期 性 預 金 46,086 76.2 42,789 40,886 △ 1,903 △ 4.4 23億6,809万円

普 通 預 金 4,871 8.1 5,394 10,797 5,403 100.2
当 座 預 金 289 0.5 304 343 39 12.9 利回り

8,998 14.9 8,177 9,290 1,112 13.6 0.039%

250 0.4 250 250 0 0.0
4 0.0 1 1 0 0.0

60,499 100.0 56,915 61,566 4,651 8.2

注１「歳計現金等」とは、歳計現金に歳入歳出外現金と定額の資金を運用するための基金に属する現金を含めたもの。

注２「債券等」とは、債券に資産担保証券を含めたもの。

注３「その他」とは、基金から歳計現金への繰替貸等である。

注４「運用収入」は、発生主義による額を掲載しており、実際に収入した額とは異なる。

注５「利回り」は、年率換算した計数を表示。

注６ 計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しない場合がある。

歳
計
現
金
等

債 券 等

金 銭 信 託

基

金

計

債 券 等

金 銭 信 託

計

計

準
公
営
企
業
会
計
資
金

運 用 収 入
及 び
利 回 り

そ の 他

期 中 平 均 残 高
H30.3.31
残 高

H31.3.31
残 高

増 減

預 金

債 券 等

預 金

債 券

預 金

合

計

預 金

そ の 他

計

そ の 他

※4 ※3 ※3 

（億円） （億円） （億円） （％） （％） （％） 

※4 ※3 ※3 ※4 ※3 ※3 
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第６表　平成30年度公金収納実績

件数 構成比(%) 対前年度比(%) 金額 構成比(%) 対前年度比(%)

指 定 金 融 機 関 2,277 19.1 99.9 31,746 46.3 132.3

収納代理金融機関

（ゆうちょ銀行除く）

ゆ う ち ょ 銀 行 2,935 24.6 99.7 2,676 3.9 104.3

合 計 11,942 100.0 100.2 68,607 100.0 118.2

件数（千件） 金額（億円）

6,730 56.4 100.4 34,185 49.8 108.7

平成30年度公金収納実績（件数）

19.1%
24.6%

56.4%

指定金融機関

収納代理金融機関（ゆうちょ銀行除く）

ゆうちょ銀行

平成30年度公金収納実績（金額）

3.9%

46.3%

49.8%

指定金融機関

収納代理金融機関（ゆうちょ銀行除く）

ゆうちょ銀行
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第７表 用品制度の沿革 

昭和14年 

昭和35年 4月 

昭和38年12月 

昭和47年 4月 

昭和49年 4月 

 

昭和54年 4月 

 

昭和55年 7月 

平成元年12月 

平成 2年 3月 

平成 4年 3月 

 

平成 5年 2月 

 

平成 5年 2月 

平成 5年 4月 

 

平成 5年 6月 

平成 6年 3月 

平成 6年 4月 

 

 

平成11年 4月 

平成11年11月 

平成13年 4月 

平成14年 4月 

平成14年10月 

平成14年11月 

平成14年12月 

用品制度の設置 

庁有車による用品の配送開始 

用品課の設置 

用品電算システム稼働 

多摩地域に所在する事業所を対象とする用品の配送業務

委託開始 

特別区の区域に所在する事業所を対象とする用品の配送

業務委託開始 

五色橋(港区港南)用品倉庫の管理業務委託開始 

資源保護のため、再生紙を利用した製品の指定拡大 

用品倉庫が五色橋から豊洲（江東区豊洲）へ移転 

「用品制度の改善（新しい用品サービスをめざして）」用

品制度検討部会報告 

「新しい効率的な用品制度の構築に向けて」物品調達制度

検討委員会報告 

用品制度改善実施計画及び同実施細目の策定 

品目の大幅な見直し、選択購入制度の導入及び用品の指定

解除手続の届出制への変更 

 用品システムの開発着手 

 本庁第二倉庫及び豊洲用品配給所の廃止 

 東京都用品調達基金の設置、用品システム運用開始、本庁

倉庫の管理及び配送業務委託、用品課における検収事務の

実施、年度末における請求受付制限の撤廃等 

 新用品システム運用開始、グリーン購入推進部会を設置 

 ＴＡＩＭＳに｢用品課のお知らせ」（各局掲示板）を開設 

 ＴＡＩＭＳによる用品請求書の受付開始 

 用品電子カタログシステム稼働 

 本庁第一倉庫の廃止 

 全品目について直払(契約業者直接納品)方式の開始 

用品購入代金自動振替システムの導入 
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第８表　　平成30年度国費歳入決算額　　

（単位：千円）

A B C=A+B D E F=C-(D+E)

内閣府 6,647 0 6,647 6,647 0 0

総務省 127,149 0 127,149 127,149 0 0

文部科学省 43,593 0 43,593 43,593 0 0

厚生労働省 73,935,384 11,343 73,946,727 70,392,894 2,167 3,551,666

農林水産省 0 0 0 0 0 0

国土交通省 18,799 0 18,799 18,799 0 0

環境省 19,057 0 19,057 19,057 0 0

74,150,629 11,343 74,161,972 70,608,139 2,167 3,551,666

交付税及び
譲与税配付金
特別会計

財務省 42,388 0 42,388 42,388 0 0

東日本大震災
復興特別会計

内閣府、
文部科学省、
厚生労働省、
農林水産省、
国土交通省
及び環境省

9,093 0 9,093 9,093 0 0

51,481 0 51,481 51,481 0 0

74,202,110 11,343 74,213,453 70,659,620 2,167 3,551,666

注  計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しない場合がある。

会 計 所　　管
徴 収 決 定 額

前年度以前
繰 越 額

小 計

合 計

一般会計

収 納 未 済
歳 入 額

小 計

計
収 納 済
歳 入 額

不 納
欠 損 額
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第９表　　平成30年度国費歳出決算額

（単位：千円）

A B C D E=A+B+C+D F G H=E-(F+G)

内閣府 860,601 0 0 0 860,601 304,608 537,337 18,656

総務省 6,809,047 0 0 0 6,809,047 6,540,982 0 268,065

文部科学省 183,458,694 4,033,500 0 0 187,492,194 182,632,757 2,982,882 1,876,555

厚生労働省 1,683,456,481 772,744 0 0 1,684,229,225 1,680,622,043 767,185 2,839,997

農林水産省 2,204,405 1,668,376 0 0 3,872,781 2,520,667 996,857 355,257

国土交通省 192,652,698 38,404,761 0 0 231,057,459 174,419,641 55,436,976 1,200,842

環境省 6,566,114 0 0 0 6,566,114 6,324,831 0 241,283

2,076,008,040 44,879,381 0 0 2,120,887,421 2,053,365,529 60,721,237 6,800,655

13 601 310
交付税及び
譲与税配付金
特別会計

総務省 87,399,597 0 0 0 87,399,597 87,399,597 0 0

エネルギー対策
特別会計

環境省 1,657,190 0 0 0 1,657,190 1,657,190 0 0

年金特別会計
内閣府及び
厚生労働省

224,267,755 0 0 0 224,267,755 224,256,158 0 11,597

労働保険
特別会計

厚生労働省 6,262 0 0 0 6,262 6,262 0 0

東日本大震災
復興特別会計

総務省、
文部科学省、
厚生労働省、
農林水産省、
国土交通省
及び環境省

96,360 0 0 0 96,360 95,662 0 698

313,427,164 0 0 0 313,427,164 313,414,869 0 12,295

2,389,435,204 44,879,381 0 0 2,434,314,585 2,366,780,398 60,721,237 6,812,950

注  計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しない場合がある。

所 管
歳 出
予 算 額

流用等
増減額

前 年 度
繰 越 額

合 計

不 用 額

小 計

予備費
使用額

歳 出 予 算
現 額

支 出 済
歳 出 額

翌 年 度
繰 越 額会 計

小 計

一般会計
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第10表　　平成30年度債権管理額（国費関係）

（単位：千円）

A B C=A+B D E=C-D

内閣府 4,054 26,800 30,854 6,647 24,207

総務省 127,149 0 127,149 127,149 0

文部科学省 43,593 0 43,593 43,593 0

厚生労働省 72,863,548 30,529,523 103,393,072 70,395,060 32,998,011

農林水産省 0 0 0 0 0

国土交通省 9,165 26,552 35,717 18,799 16,918

環境省 19,057 0 19,057 19,057 0

73,066,566 30,582,875 103,649,441 70,610,306 33,039,136

73 066 566
交付税及び
譲与税配付金
特別会計

総務省及び
財務省

42,388 0 42,388 42,388 0

年金特別会計
内閣府及び
厚生労働省

209,768 0 209,768 209,768 0

東日本大震災
復興特別会計

内閣府、
文部科学省、
厚生労働省、
農林水産省、
国土交通省
及び環境省

9,066 10,667 19,733 9,093 10,640

261,222 10,667 271,889 261,249 10,640

73,327,788 30,593,542 103,921,330 70,871,555 33,049,775

注  計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しない場合がある。

小 計

合 計

債 権
現 在 額

小 計

計
本年度債権
消 滅 額会 計 所　　管

本年度債権
発 生 額

前 年 度 以 前
からの繰越額

一般会計
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件　数 構成比
対前年度

比
金　額（千円） 構成比

対前年度
比

病 院 16,209  21.8% 100.6% 166,453,770 20.8% 104.4%

臨海地域開発事業 1,624   2.2% 100.9% 49,458,446 6.2% 213.4%

港 湾 事 業 3,479   4.7% 92.1% 4,216,209 0.5% 82.5%

中 央 卸 売 市 場 52,845  71.2% 104.2% 578,101,530 72.2% 1533.5%

都市再開発事業 43      0.1% 86.0% 2,237,732 0.3% 220.7%

合 計 74,200  100.0% 102.7% 800,467,687 100.0% 353.5%

病 院 33,871  76.2% 97.1% 184,339,442 77.3% 112.9%

臨海地域開発事業 1,580   3.6% 100.9% 12,024,641 5.0% 69.1%

港 湾 事 業 1,334   3.0% 101.4% 3,043,702 1.3% 71.6%

中 央 卸 売 市 場 6,951   15.6% 104.0% 38,390,040 16.1% 113.2%

都市再開発事業 742     1.7% 92.8% 716,441 0.3% 68.7%

合 計 44,478  100.0% 98.3% 238,514,266 100.0% 108.5%

注  計数については、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しない場合がある。

支
　
　
　
　
出

第11表　 平成30年度準公営企業会計収入支出実績表

会　　　　計

件　　　　　　　　数 金　　　　　　　　　額

収
　
　
　
　
入
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６ 用 語 解 説 
 

公

金

管

理 

ポートフォリオ 

（P５） 
本来の意味は、「財産目録あるいは財産一覧」のこと。転じて、個人や企業が所有

する金融資産の組合せのことを指す。公金管理においても、それぞれの資金の属性に

応じた、適切な分散運用によって構成されることが基本となる。 

ラダー型運用 

（P44） 

償還する金額が毎年度均等となるように債券を購入することで、金利変動を長期的

に平準化する運用手法。定期的に償還が訪れるため、不測の資金需要にも備えること

ができる。残存期間の長さを横軸に、投資額を縦軸に表すと、残存期間ごとの投資額

が同額となり、はしごを横にしたような形になることから、ラダー（はしご）型と呼

ばれている。 

例えば、総額５００億円の５年ラダーの場合、残存期間１～５年の債券をそれぞれ

１００億円ずつ購入する。翌年度に残存期間１年の債券が償還を迎えたら、残存期間

５年の債券１００億円を改めて購入する。以後、これを繰り返し、総額５００億円の

規模を維持していく。 

会

計

事

務 

放置違反金 

（P18） 
道路交通法第 51 条の４に規定されている行政制裁金。放置車両確認標章が取り付

けられた車両について、運転者の責任が追及できない場合に、車両の使用者が納付す

るもの。 

マルチペイメント 

ネットワーク 

（P18） 

 電子決済網。収納機関と金融機関との間をネットワークで結ぶことにより、利用者

（納入義務者）がＡＴＭ（現金自動預払機）、パソコン、携帯電話等を利用して公共

料金等の支払ができ、その収納情報が収納機関に通知されるネットワークシステムで

ある。 

新

公

会

計

制

度

に

関

す

る

事

務 

貸借対照表 

（P34） 

 

財務諸表の一つで、基準日における資産、負債、純資産の状況を勘定科目と金額と

で表示し、財政状態を明らかにするために作成する。都では、民間企業において純資

産の部に計上されている株主資本や評価・換算差額等の概念を持たないため、資産と

負債との差額を「正味財産」として表示している。 
行政コスト計算書 

（P34） 
財務諸表の一つで、民間企業における「損益計算書」に相当し、一会計期間におけ

る行政活動の実施に伴い発生した収入と費用とを表示する。官庁会計における現金収

支に加え、減価償却費や引当金の繰入額等の現金支出を伴わない費用もコストとして

計上する。都では、予算との関連付けを明確にするとともに、経営分析に活用するこ

とを可能にするため、行政コスト計算書の勘定科目のうち費用については、歳出予算

に用いる性質別区分に準じた設定としている。 

キャッシュ・フロー

計算書 

（P34） 

 財務諸表の一つで、一会計期間における資金の流れを表示する。都のキャッシュ・

フロー計算書は、基本的な構成は民間企業と同じであり、①経常的な行政サービスに

伴う行政サービス活動、②固定資産の形成や基金の増減をもたらす社会資本整備等投

資活動、及び③公債の発行や借入金による財源の調達や償還に伴う財務活動の３区分

により現金収支を記録し、資金の増減を表示する。行政コスト計算書同様、勘定科目

のうち支出については、歳出予算に用いる性質別区分に準じた設定となっている。 
正味財産変動計算書 

（P34） 

財務諸表の一つで、一会計期間における貸借対照表の正味財産の部の変動状況をそ

の変動要因ごとに表示する。基本的な構成は民間企業の株主資本等変動計算書に近い

ものであり、国庫支出金のうち資産形成に寄与するものや、無償で受け入れた資産の

評価額、区市町村等移管相当額等を変動要因の項目として分類している。 
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６ 用 語 解 説 
 

公

金

管

理 

ポートフォリオ 

（P５） 
本来の意味は、「財産目録あるいは財産一覧」のこと。転じて、個人や企業が所有

する金融資産の組合せのことを指す。公金管理においても、それぞれの資金の属性に

応じた、適切な分散運用によって構成されることが基本となる。 

ラダー型運用 

（P44） 

償還する金額が毎年度均等となるように債券を購入することで、金利変動を長期的

に平準化する運用手法。定期的に償還が訪れるため、不測の資金需要にも備えること

ができる。残存期間の長さを横軸に、投資額を縦軸に表すと、残存期間ごとの投資額

が同額となり、はしごを横にしたような形になることから、ラダー（はしご）型と呼

ばれている。 

例えば、総額５００億円の５年ラダーの場合、残存期間１～５年の債券をそれぞれ

１００億円ずつ購入する。翌年度に残存期間１年の債券が償還を迎えたら、残存期間

５年の債券１００億円を改めて購入する。以後、これを繰り返し、総額５００億円の

規模を維持していく。 

会
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放置違反金 

（P18） 
道路交通法第 51 条の４に規定されている行政制裁金。放置車両確認標章が取り付

けられた車両について、運転者の責任が追及できない場合に、車両の使用者が納付す

るもの。 

マルチペイメント 

ネットワーク 

（P18） 

 電子決済網。収納機関と金融機関との間をネットワークで結ぶことにより、利用者

（納入義務者）がＡＴＭ（現金自動預払機）、パソコン、携帯電話等を利用して公共

料金等の支払ができ、その収納情報が収納機関に通知されるネットワークシステムで

ある。 
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貸借対照表 

（P34） 

 

財務諸表の一つで、基準日における資産、負債、純資産の状況を勘定科目と金額と

で表示し、財政状態を明らかにするために作成する。都では、民間企業において純資

産の部に計上されている株主資本や評価・換算差額等の概念を持たないため、資産と

負債との差額を「正味財産」として表示している。 
行政コスト計算書 

（P34） 
財務諸表の一つで、民間企業における「損益計算書」に相当し、一会計期間におけ

る行政活動の実施に伴い発生した収入と費用とを表示する。官庁会計における現金収

支に加え、減価償却費や引当金の繰入額等の現金支出を伴わない費用もコストとして

計上する。都では、予算との関連付けを明確にするとともに、経営分析に活用するこ

とを可能にするため、行政コスト計算書の勘定科目のうち費用については、歳出予算

に用いる性質別区分に準じた設定としている。 

キャッシュ・フロー

計算書 

（P34） 

 財務諸表の一つで、一会計期間における資金の流れを表示する。都のキャッシュ・

フロー計算書は、基本的な構成は民間企業と同じであり、①経常的な行政サービスに

伴う行政サービス活動、②固定資産の形成や基金の増減をもたらす社会資本整備等投

資活動、及び③公債の発行や借入金による財源の調達や償還に伴う財務活動の３区分

により現金収支を記録し、資金の増減を表示する。行政コスト計算書同様、勘定科目

のうち支出については、歳出予算に用いる性質別区分に準じた設定となっている。 
正味財産変動計算書 

（P34） 

財務諸表の一つで、一会計期間における貸借対照表の正味財産の部の変動状況をそ

の変動要因ごとに表示する。基本的な構成は民間企業の株主資本等変動計算書に近い

ものであり、国庫支出金のうち資産形成に寄与するものや、無償で受け入れた資産の

評価額、区市町村等移管相当額等を変動要因の項目として分類している。 
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